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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の配線層と、絶縁膜と、第２の配線層とがこの順に設けられてなる配線基板であっ
て、
　前記絶縁膜の厚さ方向に貫通して前記第１の配線層と前記第２の配線層とを電気的に接
続するビア導体を備え、
　前記第２の配線層及び前記ビア導体は、第２の焼結金属層と、前記第２の焼結金属層を
囲うように配置される第１の焼結金属層とを含み、
　前記第１の焼結金属層を構成する第１の金属粒子の平均粒子径は、前記第２の焼結金属
層を構成する第２の金属粒子の平均粒子径よりも小さい配線基板。
【請求項２】
　前記第２の配線層及び前記ビア導体は、前記第１の焼結金属層を囲うように配置される
金属層をさらに含む請求項１に記載の配線基板。
【請求項３】
　前記ビア導体における前記第１の焼結金属層は、底面部と側壁部との角部においてそれ
らの間を連続する第１の湾曲部を含み、
　前記第１の湾曲部の曲率半径は、前記ビア導体の高さの１／４以上である請求項１又は
請求項２に記載の配線基板。
【請求項４】
　前記第２の配線層は、配線部と、厚さ方向の断面視において前記ビア導体よりも広幅で
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あり、前記ビア導体に電気的に接続されるランド部とを含み、
　前記ランド部における前記第１の焼結金属層は、底面部と側壁部との角部においてそれ
らの間を連続する第２の湾曲部を含み、
　前記第２の湾曲部の曲率半径は、前記ランド部の高さの１／４以上である請求項１乃至
請求項３のいずれか１項に記載の配線基板。
【請求項５】
　第１の配線層上に、当該第１の配線層の少なくとも一部を露出させる貫通孔及び凹部を
含む絶縁膜パターンを形成し、
　前記絶縁膜パターンを被覆するように第１の金属粒子を含む第１の導電性ペーストを塗
布し、当該第１の導電性ペーストを焼成することで第１の焼結金属層を形成し、
　前記第１の焼結金属層を被覆し、かつ前記貫通孔及び前記凹部を埋めるように第２の金
属粒子を含む第２の導電性ペーストを塗布し、当該第２の導電性ペーストを焼成すること
で第２の焼結金属層を形成すること、を含み、
　前記第１の金属粒子の平均粒子径は、前記第２の金属粒子の平均粒子径よりも小さい配
線基板の製造方法。
【請求項６】
　前記絶縁膜パターンを被覆する金属層を形成することをさらに含み、
　前記第１の焼結金属層を形成することは、前記金属層を被覆するように前記第１の導電
性ペーストを塗布することを含む請求項５に記載の配線基板の製造方法。
【請求項７】
　前記貫通孔は、前記第１の配線層上に位置する第１の貫通孔と、前記第１の貫通孔上に
位置し、厚さ方向の断面視において前記第１の貫通孔よりも広幅の第２の貫通孔とを含む
請求項５又は請求項６に記載の配線基板の製造方法。
【請求項８】
　前記第１の焼結金属層を形成することは、前記第１の貫通孔の側壁部と当該第１の貫通
孔を介して露出する前記第１の配線層との角部に、前記第１の貫通孔の深さの１／４以上
の曲率半径を有する第１の湾曲部が形成されるように、前記第１の導電性ペーストを塗布
することをさらに含む請求項７に記載の配線基板の製造方法。
【請求項９】
　前記第１の焼結金属層を形成することは、前記第２の貫通孔の側壁部と底面部との角部
に、前記第２の貫通孔の深さの１／４以上の曲率半径を有する第２の湾曲部が形成される
ように、前記第１の導電性ペーストを塗布することをさらに含む請求項７又は請求項８に
記載の配線基板の製造方法。
【請求項１０】
　第１の配線層と、絶縁膜と、第２の配線層とがこの順に設けられてなる配線基板であっ
て、
　前記絶縁膜の厚さ方向に貫通して前記第１の配線層と前記第２の配線層とを電気的に接
続するビア導体を備え、
　前記第２の配線層及び前記ビア導体は、焼結金属層と、前記焼結金属層を囲うように配
置されるスパッタ金属層又は無電解めっき金属層とを含む配線基板。
【請求項１１】
　前記第２の配線層及び前記ビア導体は、前記スパッタ金属層又は前記無電解めっき金属
層を囲うように配置される金属層をさらに含む請求項１０に記載の配線基板。
【請求項１２】
　前記金属層は、Ｔｉ，ＴｉＮ，Ｃｒ，ＣｒＮ，およびＭｏからなる群より選択される金
属材料を含む請求項１１に記載の配線基板。

                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本開示の実施形態は、多層の配線構造を有する実装部品と配線基板、その製造方法、実
装部品を多層配線基板に実装した電子装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体チップ等の実装部品を多層配線基板にフリップチップ実装した電子装置では、多
層配線基板は、一方の最外層に半導体チップを実装するための複数の接続電極を有し、他
方の最外層には接続パッドを有し、当該接続パッド上にはんだボールが固定され、マザー
ボードと接続するためのボールグリッドアレイ（ＢＧＡ）構造となっている。
【０００３】
　このような電子装置の製造工程において、多ピンの実装部品を多層配線基板にフリップ
チップ実装して一体化する場合、相互の電極の接続を確実にするため実装部位に対して適
度に荷重を加える必要がある。さらに実装部品の電極が突起状の導電材料を有している場
合、多層配線基板への実装に際して突起状導電材料を弾性変形させることで内部に残留応
力を発生させ、実装後の実装部品の変形に対しても接続を維持する効果を付与することが
できる。このような効果を奏するためにも、実装部位に適度な荷重を加える必要がある。
このように実装部位へ荷重を集中させる目的で、多層配線基板内部の金属比率を増加させ
、力学的に剛直な構成とする手法等が提案されている（特許文献１）。
【０００４】
　また、半導体チップや多層配線基板の回路パターンの形成方法は従来フォトリソグラフ
ィによるサブトラクト法やアディティブ法などが実施されてきた一方、昨今ではインプリ
ントリソグラフィによるパターン形成も実施され始めてきた。さらに、回路パターンの導
体部の形成方法に関しては電解めっきを応用したサブトラクト法やアディティブ法が従来
一般的な技法であったのに対し、昨今では電解めっき時に発生する廃液の処理コストを削
減する手法として導電性ペーストを印刷法により、リソグラフィにて形成した絶縁層の溝
へ充填する手法が開発されている。
【０００５】
　一方で、電子機器の小型化、薄型化、軽量化、高機能化等が進展する中で、電子機器を
構成する各種電子部品の小型化や薄型化等とともに、これらの電子部品が実装されるプリ
ント配線基板についても高密度化、高速化を可能とする技術開発が盛んに行われている。
【０００６】
　特に、ＬＳＩ等の半導体チップを高密度に実装することができ、かつ高速信号処理回路
にも対応可能な多層配線構造の回路基板の新たな提案が要望されている。このような多層
配線回路基板においては、微細な配線ピッチで形成された複数層の配線パターン間の高い
電気的接続信頼性、優れた高周波特性等を備えていることが重要である。
【０００７】
　このような多層配線回路基板を製造する方法として、図２６に示すように、トレンチ溝
部が形成された絶縁膜３上に、スパッタリング、無電解めっき等により金属層９１を形成
し（図２６（Ａ）参照）、電解銅めっき処理により導体としての銅９２をトレンチ溝部内
に埋設し（図２６（Ｂ）～（Ｄ）参照）、研磨処理を施す（図２６（Ｅ）参照）ことで、
配線パターン９３、ビア９４及びランド９５を有する多層配線回路基板を製造する、いわ
ゆるめっき法が提案されている（特許文献２参照）。
【０００８】
　また、図２７に示すように、トレンチ溝部が形成された絶縁膜３上に、スパッタリング
、無電解めっき等により金属層９１を形成し（図２７（Ａ）参照）、金属粒子を含む導電
性ペースト９２をトレンチ溝部内に埋設した後（図２７（Ｂ）参照）、研磨処理を施す（
図２７（Ｃ）参照）ことで、配線パターン９３、ビア９４及びランド９５を有する多層配
線回路基板を製造する、いわゆるペースト法が提案されている（特許文献３参照）。
【０００９】
高周波特性の向上には、システム全体の特性インピーダンス整合と、信号を確実に伝搬す
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るための伝送線路損失の低減が重要となる。伝送線路損失の一因は、導体抵抗による損失
（以下、導体損失という）である。導体損失は、特に高周波信号の伝送において、電流が
伝送線路の表面に集中し、電流が流れる有効断面積が小さくなることにより、抵抗が大き
くなって信号が減衰（損失が増加）する。
【００１０】
特許文献４には、高周波信号における導体損失低減のために、多層配線基板において絶縁
層を挟んで対抗する伝送線路の表面粗度を制御することで、伝送線路の表面抵抗を特定の
数値以下にすることが開示されている。また特許文献５には、高周波信号における導体損
失低減のために、伝送線路の端部に凸部を設け、電流が集中する領域の表面積を増加させ
ることが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２０１３－１６７８０号公報
【特許文献２】特開２００３－２５７９７９号公報
【特許文献３】特開平１０－５６０６０号公報
【特許文献４】特開２００４―８７９２８号公報
【特許文献５】特開２０１１―１０３６０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　高密度化に伴い、実装される実装部品は、配線や層間接続体の微細化、多ピン化が進み
、多層配線基板に比べて力学的に脆弱な構造となっている。例えば、ＬＳＩ等の実装部品
では、配線や層間接続体は一般に細く、力学的に脆弱な構造となっている。このため、多
層配線基板への実装時に加えられる荷重による実装部品の破壊が問題となっている。そし
て、実装部品の破壊を防止するために、実装時に加えられる荷重を低減すると、実装部品
が多ピンであることに起因した実装荷重の分散による相互の電極接続の阻害が問題となっ
ている。
【００１３】
　また、多層配線基板を力学的に剛直な構成とする上記特許文献１の手法では、多層配線
基板内部の金属比率を増加させるために、電気回路に寄与しないダミーパターンを内部に
配設している。しかし、昨今の高密度化の要請を考慮すると、電気回路に寄与しないダミ
ーパターンは、むしろ電気信号に対する寄生容量成分を発生させてしまい、信号伝搬を阻
害する要因になるという問題がある。
【００１４】
　本開示の実施形態は、上記のような実状に鑑みてなされたものであり、多層配線基板へ
の実装を安定して行うことができる実装部品と、このような実装部品の製造方法、および
信頼性の高い電子装置を提供することを目的とする。
【００１５】
　上記特許文献２に開示されているようなめっき法においては、トレンチ溝部のうち、配
線パターン９３用の溝部と、ビア９４及びランド９５用の溝部（貫通孔を含む）との間で
深さや幅が異なるため、配線パターン９３、ビア９４及びランド９５を構成する導体を緻
密に、かつ平坦に形成するためには、段階を踏んだめっき処理が必要となる。具体的には
、まず、低電流密度（１Ａ／ｄｍ2程度）で下地となる銅めっき層９２を緻密に形成し（
図２６（Ｂ）参照）、中電流密度（２Ａ／ｄｍ2程度）でトレンチ溝部内に導体９２を埋
設した後（図２６（Ｃ）参照）、高電流密度（２Ａ／ｄｍ2超）でレベリングする（図２
６（Ｄ）参照）。このように、段階的に電流密度を変化させながらめっき処理を行わなけ
ればならないことで、長時間の電解銅めっき処理が必要となる。また、レベリングするた
めには絶縁膜上に導体層を厚く形成しなければならないため、その後に長時間の研磨処理
が必要となる。したがって、多層配線回路基板の製造プロセスが複雑となり、製造歩留ま
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りが悪いという問題がある。
【００１６】
　また、上記特許文献３に開示されているようなペースト法において、一般に、焼結タイ
プの導電性ペーストが用いられる。電気的接続信頼性、ＧＨｚ～ＴＨｚ帯域の高周波特性
を向上させるためには、相対的に粒径の小さい金属フィラーを含む、低粘度（低濃度）の
導電性ペーストを用い、緻密な導体層を形成する必要がある。特に、ビア９４における下
層配線との接続部において緻密な導体層が形成されていることが、電気的接続信頼性及び
高周波特性の向上に繋がる。しかしながら、低粘度の導電性ペーストを用いると、焼結時
における体積減少が大きく、所定深さのトレンチ溝部、特にビア９４及びランド９５用の
溝部（貫通孔を含む）に導体を埋設するためには、複数回の重ね塗りが必要となり、多層
配線回路基板の製造歩留まりが悪化するという問題がある。短時間で導体層を形成するた
めに、相対的に粒径の大きい金属フィラーを含む導電性ペーストを用いると、導電性ペー
ストの粘度（濃度）が高くなり、緻密な導体層を形成することが困難となり、特に、ビア
９４と下層配線との電気的接続信頼性や、高周波特性が低下してしまうおそれがある。
【００１７】
　このような課題に鑑みて、本開示の実施形態は、優れた電気的接続信頼性及び高周波特
性を有するとともに、製造歩留まりの良好な配線基板及びその製造方法を提供することを
目的とする。
【００１８】
また、上記特許文献４においては伝送線路の表面粗度を制御するプロセスが別途必要であ
り、また、上記特許文献５においては伝送線路端部に凸部を形成するプロセスが別途必要
となり、製造工程が増加してしまう。さらに、特許文献４及び特許文献５においては、伝
送線路の導電体材料に何ら考慮がなされていない。
【００１９】
本開示の実施形態は、そのような課題に鑑みてなされたものであり、簡易なプロセスで高
周波帯域の伝送特性を改善した伝送線路を有する配線基板を提供することを目的の一つと
する。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本開示の一実施形態によると、基材上に、複数の導体層が絶縁層を介して積層している
多層構造を有し、最表面の絶縁層に画定された実装領域には、複数の電極パッドを備える
最表面の導体層が位置し、最表面の導体層を除く各導体層において、多層構造の厚み方向
で実装領域と重複する導体層の面積は、実装領域の面積の６０～９５％の範囲である領域
を含む実装部品が提供される。
【００２１】
　本開示の他の態様として、最表面の導体層に対して絶縁層を介して直下に位置する下層
の導体層において、多層構造の厚み方向で最表面の導体層が備える電極パッドと重複する
下層の導体層の面積は、電極パッドの面積の５０％以上である領域を含んでもよい。
【００２２】
　本開示の他の態様として、最表面の導体層を除く各導体層において、多層構造の厚み方
向で実装領域と重複する面積は、最表面に近い導体層ほど大きくてもよい。
【００２３】
　本開示の他の態様として、導体層は、回路パターンを構成し、ダミーパターンは存在し
なくてもよい。
【００２４】
　本開示の他の態様として、回路パターンは、信号を伝送する信号パターン、電源電位を
維持する電源パターンおよびグランド電位を維持するグランドパターンの少なくとも１種
を含んでもよい。
【００２５】
　本開示の他の態様として、基材はシリコンまたはガラスであってもよい。
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【００２６】
　また、本開示の一実施形態によると、基材上に絶縁層と導体層を交互に積層して多層構
造を構成するとともに、絶縁層を介した上下の導体層を層間接続体を介して接続する実装
部品の製造方法であって、予め、最表面となる絶縁層に、電極パッドを配置するための実
装領域を設定し、最表面の導体層を除く各導体層の形成では、多層構造の厚み方向で実装
領域と重複する導体層の面積を、実装領域の面積の６０～９５％の範囲とし、最表面の絶
縁層上への導体層の形成では、実装領域に電極パッドが位置するように導体層を形成する
製造方法が提供される。
【００２７】
　本開示の他の態様として、最表面の導体層に対して絶縁層を介して直下に位置する下層
の導体層の形成では、多層構造の厚み方向で最表面の導体層が備える電極パッドと重複す
る下層の導体層の面積を、電極パッドの面積の５０％以上となるようにしてもよい。
【００２８】
　本開示の他の態様として、最表面の導体層を除く各導体層の形成では、多層構造の厚み
方向で実装領域と重複する導体層の面積を、最表面に近い導体層ほど大きくしてもよい。
【００２９】
　本開示の他の態様として、各導体層の形成では、信号を伝送する信号パターン、電源電
位を維持する電源パターンおよびグランド電位を維持するグランドパターンの少なくとも
１種を含む回路パターンを形成し、回路パターンを構成しないダミーパターンは形成しな
くてもよい。
【００３０】
　本開示の他の態様として、基材としてシリコンまたはガラスを使用してもよい。
【００３１】
　本開示の他の態様として、導体層の形成において、インプリントリソグラフィ法により
絶縁層に導体層を配置する凹部を形成してもよい。
【００３２】
　本開示の他の態様として、導体層は、導電性ペーストを用いて印刷法により形成しても
よい。
【００３３】
　本開示の他の態様として、電子装置は、上述の実装部品を多層配線基板にフリップチッ
プ実装してもよい。
【００３４】
　本開示の他の態様として、多層配線基板は、複数の導体層が絶縁層を介して積層してい
る多層構造を有し、実装部品がフリップチップ実装される面を最表面としたときに、最表
面の絶縁層に画定された実装領域には、複数の電極パッドを備える最表面の導体層が位置
し、最表面の導体層を除く各導体層において、多層構造の厚み方向で実装領域と重複する
導体層の面積は、実装領域の面積の６０～９５％の範囲である領域を含んでもよい。
【００３５】
　本開示の他の態様として、実装部品と多層配線基板との間に間隙が存在し、該間隙には
実装部品の電極パッドと多層配線基板の電極パッドとを接続する導電材料が存在してもよ
い。
【００３６】
　本開示の他の態様として、間隙には絶縁材料が位置していてもよい。
【００３７】
　また、本開示の一実施形態によると、第１の配線層と、絶縁膜と、第２の配線層とがこ
の順に設けられてなる配線基板であって、絶縁膜の厚さ方向に貫通して第１の配線層と第
２の配線層とを電気的に接続するビア導体を備え、第２の配線層及びビア導体は、第２の
焼結金属層と、第２の焼結金属層を囲うように配置される第１の焼結金属層とを含み、第
１の焼結金属層を構成する第１の金属粒子の平均粒子径は、第２の焼結金属層を構成する
第２の金属粒子の平均粒子径よりも小さい配線基板が提供される。
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【００３８】
　本開示の他の態様として、第２の配線層及びビア導体は、第１の焼結金属層を囲うよう
に配置される金属層をさらに含んでもよい。
【００３９】
　本開示の他の態様として、層間接続体ビア導体における第１の焼結金属層は、底面部と
側壁部との角部においてそれらの間を連続する湾曲部を含み、湾曲部の曲率半径は、ビア
導体の高さの１／４以上であってもよい。
【００４０】
　本開示の他の態様として、第２の配線層は、配線部と、厚さ方向の断面視においてビア
導体よりも広幅であり、ビア導体に電気的に接続されるランド部とを含み、ランド部にお
ける第１の焼結金属層は、底面部と側壁部との角部においてそれらの間を連続する湾曲部
を含み、湾曲部の曲率半径は、ランド部の高さの１／４以上であってもよい。
【００４１】
　また、本開示の一実施形態によると、第１の配線層上に、当該第１の配線層の少なくと
も一部を露出させる貫通孔及び凹部を含む絶縁膜パターンを形成する工程と、絶縁膜パタ
ーンを被覆するように第１の金属粒子を含む第１の導電性ペーストを塗布し、当該第１の
導電性ペーストを焼成することで第１の焼結金属層を形成する工程と、第１の焼結金属層
を被覆し、かつ貫通孔及び凹部を埋めるように第２の金属粒子を含む第２の導電性ペース
トを塗布し、当該第２の導電性ペーストを焼成することで第２の焼結金属層を形成する工
程とを含み、第１の金属粒子の平均粒子径は、第２の金属粒子の平均粒子径よりも小さい
配線基板の製造方法が提供される。
【００４２】
　本開示の他の態様として、絶縁膜パターンを被覆する金属層を形成する工程をさらに含
み、第１の焼結金属層を形成する工程において、金属層を被覆するように第１の導電性ペ
ーストを塗布してもよい。
【００４３】
　本開示の他の態様として、貫通孔は、第１の配線層側に位置する第１の貫通孔と、第１
の貫通孔上に位置し、厚さ方向の断面視において第１の貫通孔よりも広幅の第２の貫通孔
とを含んでもよい。
【００４４】
　本開示の他の態様として、第１の焼結金属層を形成する工程において、第１の貫通孔の
側壁部と当該第１の貫通孔を介して露出する第１の配線層との角部に、第１の貫通孔の深
さの１／４以上の曲率半径を有する第１の湾曲部が形成されるように、第１の導電性ペー
ストを塗布するのが好ましく、第１の焼結金属層を形成する工程において、第２の貫通孔
の側壁部と底面部との角部に、第２の貫通孔の深さの１／４以上の曲率半径を有する第２
の湾曲部が形成されるように、第１の導電性ペーストを塗布してもよい。
【００４５】
　また、本開示の一実施形態によると、第１の配線層と、絶縁膜と、第２の配線層とがこ
の順に設けられてなる配線基板であって、絶縁膜の厚さ方向に貫通して第１の配線層と第
２の配線層とを電気的に接続するビア導体を備え、第２の配線層及びビア導体は、焼結金
属層と、前記焼結金属層を囲うように配置されるスパッタ金属層又は無電解めっき金属層
とを含む配線基板が提供される。
【００４６】
　本開示の他の態様として、第２の配線層及びビア導体は、スパッタ金属層又は無電解め
っき金属層を囲うように配置される金属層をさらに含んでもよい。
【００４７】
金属層は、Ｔｉ，ＴｉＮ，Ｃｒ，ＣｒＮ，およびＭｏからなる群より選択される金属材料
を含む請求項２８に記載の配線基板。
【００４８】
また、本開示の一実施形態によると、第１面にトレンチが配置された第１の絶縁層と、ト
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レンチの内側の表面に配置された第１の導電体、及び第１の導電体に接し、第１の導電体
の導電率より低い導電率を有する第２の導電体を有する第１の配線と、を備える配線基板
が提供される。
【００４９】
本開示の他の態様として、第１の導電体の導電率は５×１０7Ｓ／ｍ以上で、第２の導電
体の導電率は１×１０7Ｓ／ｍから２×１０7Ｓ／ｍの範囲であってもよい。
【００５０】
本開示の他の態様として、第１の配線の幅に対して、第１の導電体の幅が１／８以上であ
ってもよい。
【００５１】
本開示の他の態様として、第２の導電体は、多孔質であってもよい。
【００５２】
本開示の他の態様として、第１の導電体は銅であり、第２の導電体は銅ナノ粒子ペースト
焼結体であってもよい。
【００５３】
本開示の他の態様として、配線基板はさらに、第１面において第１の配線の両側に配置さ
れた第２の配線及び第３の配線を備え、第２の配線と近接する第１の導電体の幅と、第３
の配線と近接する第１の導電体の幅は、その他の領域の第１の導電体の幅より大きくても
よい。
【００５４】
本開示の他の態様として、配線基板はさらに、第１面とは反対側の第２面に配置された第
２の配線を備え、第２の配線と近接する第１の導電体の幅は、その他の領域の第１の導電
体の幅より大きくてもよい。
【００５５】
本開示の他の態様として、配線基板はさらに、第１面に配置された第２の絶縁層を備えて
もよい。
【００５６】
本開示の他の態様として、配線基板はさらに、第１面とは反対側の第２面に配置された第
２の配線と、第１面において第１の配線上に配置された第１の導電体と、第１面に配置さ
れた第２の絶縁層と、第２の絶縁層の第１の絶縁層とは反対側に配置された第３の配線と
、を備え、第２の配線と近接する第１の導電体の幅と、第３の配線と近接する第１の導電
体の幅は、その他の領域の第１の導電体の幅より大きくてもよい。
【００５７】
本開示の他の態様として、第１の絶縁層の第１面にトレンチを形成し、トレンチの内側の
表面に第１の導電体を形成し、第１の導電体に接し、第１の導電体の導電率より低い導電
率を有する第２の導電体を形成してもよい。
【００５８】
本開示の他の態様として、第２の導電体は、印刷法で形成してもよい。
【００５９】
本開示の他の態様として、第２の導電体は、銅ナノ粒子ペーストを用いて形成してもよい
。
【発明の効果】
【００６０】
　本開示の実施形態に係る実装部品は、多層配線基板への実装を安定して行うことができ
る。また、本開示の実施形態に係る実装部品の製造方法は、このような実装部品を簡易か
つ確実に製造することができる。さらに、本開示の実施形態に係る電子装置は、信頼性が
高いものである。
【００６１】
　本開示の実施形態によると、優れた電気的接続信頼性及び高周波特性を有するとともに
、製造歩留まりの良好な配線基板及びその製造方法を提供することができる。
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【００６２】
本開示の一実施形態によると、簡易なプロセスで高周波帯域の伝送特性を改善した伝送線
路を有する配線基板を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００６３】
【図１】本開示の一実施形態に係る実装部品を示す概略部分断面図である。
【図２】本開示の一実施形態に係る実装部品の電極パッドの配列の一例を示す平面図であ
る。
【図３】図２にて一点鎖線で囲まれた領域を説明するための図である。
【図４】図３（Ａ）のＩ－Ｉ線における縦断面図である。
【図５】電極パッドとその下層の導体層との関係を説明するための図である。
【図６】本開示の一実施形態に係る実装部品の製造方法を説明するための工程図である。
【図７】本開示の実施形態の変形例に係る実装部品の製造方法を説明するための工程図で
ある。
【図８】本開示の一実施形態に係る電子装置を示す概略部分断面図である。
【図９】本開示の一実施形態に係る配線基板の概略構成を示す断面図である。
【図１０】本開示の一実施形態に係る配線基板におけるビア導体近傍の概略構成を示す部
分拡大断面図である。
【図１１】本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法の各工程を断面図にて示す工程
フロー図（その１）である。
【図１２】本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法の各工程を断面図にて示す工程
フロー図（その２）である。
【図１３】本開示の一実施形態に係る配線基板の概略構成を示す断面図である。
【図１４】本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法の各工程を断面図にて示す工程
フロー図（その２）である。
【図１５】本開示の一実施形態に係る配線基板の一例を示す（Ａ）上面図及び（Ｂ）断面
図である。
【図１６】本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法を示す断面図である。
【図１７】本開示の一実施形態に係る配線基板の一例を示す（Ａ）上面図及び（Ｂ）断面
図である。
【図１８】本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法を示す断面図である。
【図１９】本開示の一実施形態に係る配線基板の一例を示す（Ａ）上面図及び（Ｂ）断面
図である。
【図２０】本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法を示す断面図である。
【図２１】本開示の一実施形態に係る配線基板の一例を示す（Ａ）上面図及び（Ｂ）断面
図である。
【図２２】本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法を示す断面図である。
【図２３】本開示の実施形態の変形例に係る配線基板の一例を示す断面図である。
【図２４】本開示の実施例及び比較例の配線基板における伝送線路の伝送特性を示すグラ
フである。
【図２５】本開示の一実施形態に係る配線基板断面の電子顕微鏡（ＳＥＭ）写真である。
【図２６】従来の多層配線回路基板の製造方法（めっき法）の各工程を断面図にて示す工
程フロー図である。
【図２７】従来の多層配線回路基板の製造方法（ペースト法）の各工程を断面図にて示す
工程フロー図である。
【発明を実施するための形態】
【００６４】
　以下、本開示の実施の形態について図面を参照して説明する。尚、図面は模式的または
概念的なものであり、各部材の寸法、部材間の大きさの比等は、必ずしも現実のものと同
一とは限らず、また、同じ部材等を表す場合であっても、図面により互いの寸法や比が異
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なって表される場合もある。本開示の実施形態に係る実装部品、配線基板、電子装置、お
よびその製造方法は多くの異なる態様で実施することが可能であり、以下に示す実施の形
態の記載内容に限定して解釈されるものではない。なお、本実施の形態で参照する図面に
おいて、同一部分または同様な機能を有する部分には同一の符号を付し、その繰り返しの
説明は省略する。また、説明の便宜上、上方又は下方という語句を用いて説明するが、上
下方向が逆転してもよい。
【００６５】
＜第１実施形態＞
［実装部品］
　図１は、本開示の実装部品の一実施形態を示す概略部分断面図である。図１において、
実装部品１１は、基材１２上に、複数の導体層１５が絶縁層１４を介して積層し、絶縁層
１４を介した上下の導体層１５を電気的に接続する層間接続体１６を備えた多層構造を有
している。図示例では、絶縁層１４は絶縁層１４Ａ～１４Ｆの６層を有し、導体層１５は
導体層１５Ａ～１５Ｆの６層を有し、各絶縁層１４Ｂ～１４Ｆを介した上下の導体層１５
Ａ～１５Ｆを電気的に接続する層間接続体１６Ａ～１６Ｅが配設されている。また、実装
部品１１の最表面１１ａの絶縁層１４Ｆに位置する導体層１５Ｆは、表面電極である複数
の電極パッド１７を有している。
【００６６】
　図２は、このような実装部品１１の電極パッド１７の配列の一例を示す平面図である。
実装部品１１の最表面１１ａの絶縁層１４Ｆには、平面視外形が矩形であり中央に非実装
領域が設けられている環状の実装領域ＩＡ（図２では一点鎖線で囲み示している）が画定
されている。この実装領域ＩＡには、格子形状の交点に位置するように複数の電極パッド
１７が所定のピッチで配列されている。実装領域ＩＡは、例えば、格子形状配列の最側端
に位置する電極パッド１７から２５μｍ離間した位置までを含む領域となるように画定す
ることができる。図２では、実装領域ＩＡに位置する導体層１５Ｆは複数の電極パッド１
７のみであるが、必要に応じて、導体層１５Ｆの配線パターン等が実装領域ＩＡに位置す
るものであってもよい。
【００６７】
　実装部品１１では、最表面１１ａの導体層１５Ｆを除く各導体層１５Ａ～１５Ｅにおい
て、多層構造の厚み方向（図１に矢印ａで示す方向）で実装領域ＩＡと重複する導体層の
面積Ｓ15は、実装領域ＩＡの面積ＳIAの６０～９５％、好ましくは７０～９５％の範囲で
ある。実装領域ＩＡと重複する導体層の面積Ｓ15が、実装領域ＩＡの面積ＳIAの６０％未
満であると、実装部品１１が力学的に脆弱な構造となり、多層配線基板への実装時に加え
られる荷重による実装部品１１の内部構造の破壊が生じるおそれがある。また、実装領域
ＩＡと重複する導体層の面積Ｓ15が、実装領域ＩＡの面積ＳIAの９５％を超える場合、回
路パターン同士を十分に離間させることが困難となり、不要な近接効果が発生することが
あり好ましくない。
【００６８】
　ここで導体層の面積Ｓ15とは、多層構造の厚み方向（図１に矢印ａで示す方向）で実装
領域ＩＡと重複する各導体層１５Ａ～１５Ｅそれぞれの、矢印ａで示す方向から平面視し
たときの各導体層の面積を示す。例えば、導体層１５Ｅでは、絶縁層１４Ｆに画定された
実装領域ＩＡと多層構造の厚み方向で重複する範囲に存在する導体層の面積Ｓ15Eが、実
装領域ＩＡの面積ＳIAの６０～９５％、好ましくは７０～９５％の範囲である。導体層１
５Ａ～１５Ｄでも同様である。このように、実装領域ＩＡの面積ＳIAを１００％としたと
きに、最表面１１ａの導体層１５Ｆを除く各導体層１５Ａ～１５Ｅにおいて、多層構造の
厚み方向で実装領域ＩＡと重複する各導体層の面積Ｓ15A～Ｓ15Eが６０～９５％、好まし
くは７０～９５％の範囲であることにより、実装部品１１を多層配線基板にフリップチッ
プ実装して一体化する際に、実装部位に対して適度に荷重を加えても、実装部品の破壊が
防止され、これにより実装部品が多ピンであることに起因した実装荷重の分散による相互
の電極接続の阻害が防止されて、多層配線基板と実装部品の相互の電極接続を安定して行
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うことができる。
【００６９】
　また、実装部品１１では、多層構造の厚み方向（図１に矢印ａで示す方向）で実装領域
ＩＡと重複する各導体層１５Ａ～１５Ｅの面積Ｓ15A～Ｓ15Eが、実装部品１１の最表面１
１ａに近い導体層ほど大きいことが好ましい。したがって、絶縁層１４Ｆに画定された実
装領域ＩＡと多層構造の厚み方向で重複する範囲に存在する各導体層１５Ａ～１５Ｅの面
積Ｓ15A～Ｓ15Eが、Ｓ15A≦Ｓ15B≦Ｓ15C≦Ｓ15D≦Ｓ15Eとなることが好ましい。各導体
層１５Ａ～１５Ｅの面積Ｓ15A～Ｓ15Eに上記の関係が成立することにより、実装部品１１
を多層配線基板にフリップチップ実装して一体化する際に、相互の電極の接続を確実にす
るため実装部位に対して適度に荷重を加えても、実装部品の破壊発生をより確実に防止す
ることが可能となる。
【００７０】
　図３は、図２にて一点鎖線で囲まれた領域を説明するための図である。図３（Ａ）は、
図２にて実装部品１１の最表面１１ａに一点鎖線で囲まれた領域の平面図であり、図４は
、図３（Ａ）のＩ－Ｉ線における縦断面図である。図４では、実装部品１１の最表面１１
ａ側から導体層１５Ｆ、絶縁層１４Ｆ、層間接続体１６Ｅ、導体層１５Ｅのみを示し、他
の層は省略している。図示例のように、導体層１５Ｆは表面電極である複数の電極パッド
１７を有しており、各電極パッド１７の下には層間接続体１６Ｅ（図３（Ａ）では鎖線で
示している）が位置している。この層間接続体１６Ｅは、導体層１５Ｆの下層である導体
層１５Ｅの所望部位と電気的に接続されている。
【００７１】
　また、図３（Ｂ）は、図３（Ａ）から導体層１５Ｆ、絶縁層１４Ｆ、層間接続体１６Ｅ
を取り除いて、導体層１５Ｅのみを示す平面図である。この導体層１５Ｅは、層間接続体
１６Ｅと電気的に接続される信号パターン１５ＥSと、この信号パターン１５ＥSの周囲に
、信号パターン１５ＥSと電気的に絶縁された状態で位置する電源パターン１５ＥPまたは
グランドパターン１５ＥG（図３（Ｂ）では斜線を付して示している）を有している。
【００７２】
　上記のように、実装部品１１では、導体層１５Ａ～１５Ｅが回路パターンを構成し、ダ
ミーパターンが存在しないことが好適である。これにより、ダミーパターンに起因する寄
生容量成分の発生が防止でき、信号伝搬を阻害する要因を抑制することができる。尚、本
開示では、導体層１５Ａ～１５Ｅがダミーパターンを含有することを排除するものではな
い。例えば、ダミーパターンと信号伝搬に供される信号パターンとの間に電源パターンや
グランドパターンが存在する場合、ダミーパターンに起因する寄生容量成分の発生が抑制
される。また、電源パターンやグランドパターンが存在しない場合であっても、信号パタ
ーンとダミーパターンの離間距離を、例えば、信号パターン形状の信号伝搬の方向に対し
て垂直方向の幅の３～５倍程度の距離以上とすることにより、寄生容量成分の発生を抑制
することができ好適である。
【００７３】
　また、実装部品１１では、絶縁層１４Ｆを介して最表面１１ａの導体層１５Ｆの直下に
位置する導体層１５Ｅにおいて、多層構造の厚み方向（図１に矢印ａで示す方向）で最表
面１１ａの導体層１５Ｆが有する電極パッド１７と重複する導体層１５Ｅの面積は、電極
パッド１７の面積の５０％以上、好ましくは７５％以上であることが好適である。電極パ
ッド１７と重複する導体層１５Ｅの面積が、電極パッド１７の面積の５０％未満であると
、実装部品１１が力学的に脆弱な構造となり、多層配線基板への実装時に加えられる荷重
による実装部品１１の内部構造の破壊が生じるおそれがあり好ましくない。
【００７４】
　図５は、導体層１５Ｆが有する電極パッド１７とその下層の導体層１５Ｅとの関係を説
明するための図である。図５では、導体層１５Ｆが有する電極パッド１７の輪郭を実線で
示し、その下層の導体層１５Ｅの輪郭を一点鎖線で示し、電極パッド１７と重複する導体
層１５Ｅの輪郭を鎖線で示し、重複部位には斜線を付して示している。図５（Ａ）では、
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電極パッド１７の下層に位置する導体層１５Ｅが、層間接続体１６Ｅを介して電極パッド
１７と電気的に接続する信号パターン１５ＥSのみである例を示している。この図５（Ａ
）に示される例では、電極パッド１７と重複する信号パターン１５ＥS（斜線を付して示
している部位）の面積は、電極パッド１７の面積を１００％としたときに、約１５％とな
る。
【００７５】
　また、図５（Ｂ）、図５（Ｃ）では、電極パッド１７の下層に位置する導体層１５Ｅが
、信号パターン１５ＥSと、この信号パターン１５ＥSと電気的に絶縁された状態で位置す
るグランドパターン１５ＥGである例を示している。図５（Ｂ）に示される例では、電極
パッド１７と重複する信号パターン１５ＥSとグランドパターン１５ＥG（斜線を付して示
している部位）の面積の総和は、電極パッド１７の面積を１００％としたときに、約５０
％となり、図５（Ｃ）に示される例では、約６５％となる。
【００７６】
　さらに、図５（Ｄ）では、電極パッド１７の下層に位置する導体層１５Ｅが、信号パタ
ーン１５ＥSと、この信号パターン１５ＥSの周囲に電気的に絶縁された状態で位置するグ
ランドパターン１５ＥGである例を示している。この図５（Ｄ）に示される例では、電極
パッド１７と重複する信号パターン１５ＥSとグランドパターン１５ＥG（斜線を付して示
している部位）の面積の総和は、電極パッド１７の面積を１００％としたときに、約７５
％となる。
【００７７】
　ここで図５（Ｂ）～（Ｄ）では、電極パッド１７の下層に位置する導体層１５Ｅが、層
間接続体１６Ｅを介して電極パッド１７と電気的に接続する信号パターン１５ＥSと、こ
の信号パターン１５ＥSの周囲に電気的に絶縁された状態で位置するグランドパターン１
５ＥGである例を示した。しかしながらこれに限定されず、電極パッド１７の下層に位置
する導体層１５Ｅは、面積の総和が上記範囲内である限り層間接続体１６Ｅを介して電極
パッド１７と電気的に接続する信号パターン１５ＥSのみであってもよい。またグランド
パターン１５ＥGの代わりに電源パターン１５ＥPであってもよく、グランドパターン１５
ＥGと電源パターン１５ＥPの組み合わせであってもよい。さらに、寄生容量成分の発生が
防止できる限り、電極パッド１７と電気的に絶縁された信号パターン１５ＥSを含んでも
よい。
【００７８】
　上記のように、多層構造の厚み方向で、最表面１１ａに位置する電極パッド１７と重複
する下層の導体層１５Ｅの面積が、電極パッド１７の面積の５０％以上、好ましくは７５
％以上となることにより、力学的に剛直性が向上する。これにより、実装部品１１を多層
配線基板にフリップチップ実装して一体化する際に、相互の電極の接続を確実にするため
実装部位に対して適度に荷重を加えても、実装部品の破壊をより確実に防止することがで
きる。
【００７９】
　このような実装部品１１を構成する基材１２は、シリコン、ガラス等であってよい。ま
た、基材１２の平面視外形である矩形の寸法は、実装部品１１に要求される寸法に応じて
設定することができ、また、基材１２の厚みは、例えば、５０～１０００μｍの範囲内で
適宜設定することができる。
【００８０】
　また、実装部品１１を構成する絶縁層１４（１４Ａ～１４Ｆ）は、例えば、エポキシ樹
脂、ベンゾシクロブテン樹脂、カルド樹脂、ポリイミド樹脂等の有機材料、あるいは、こ
れらの有機材料とガラス繊維等を組み合せたもの等からなるものとすることができ、厚み
は１００～４０００μｍの範囲で設定することができる。
【００８１】
　また、実装部品１１を構成する導体層１５（１５Ａ～１５Ｆ）、層間接続体１６（１６
Ａ～１６Ｅ）は、銅、銀、金、クロム、アルミニウム、ニッケル等の導電材料からなるも
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のとすることができる。また、導体層１５Ｆが有する電極パッド１７は、上記の導電材料
であってよく、さらに、金／ニッケル／金の３層構造、ニッケル／金の２層構造等として
もよい。
【００８２】
　このような本開示の実装部品は、多層配線基板への実装において、実装部品の破壊が防
止されるとともに、多層配線基板と実装部品の相互の電極接続を安定して行うことができ
る。
【００８３】
　上述の実装部品の実施形態は例示であり、本開示はこのような実施形態に限定されるも
のではない。例えば、導体層により構成される回路パターンは、信号パターン、電源パタ
ーン、グランドパターンの少なくとも１種とともに、キャパシタ、レジスタ（抵抗）、イ
ンダクタ、トランス、ＬＣＲ回路等の受動部品を構成するものであってもよい。さらに、
回路パターンは、オペアンプ等のアクティブフィルタ素子、ロジック、メモリ素子等の能
動部品を構成するものであってもよい。
【００８４】
［実装部品の製造方法］
　図６は、本開示の実装部品の製造方法の一実施形態を説明するための工程図であり、上
述の実装部品１１の製造を例としている。
【００８５】
　本開示の実装部品の製造方法では、まず、基材１２の一方の面１２Ａに絶縁層１４Ａを
形成し、この絶縁層１４Ａの所望の部位に導体層１５Ａを形成する（図６（Ａ））。この
絶縁層１４Ａ上への導体層１５Ａの形成では、製造目的である実装部品１１の最表面１１
ａとなる絶縁層１４Ｆに電極パッド１７を配置する実装領域ＩＡ（図示せず）を予め設定
する。そして、以後の工程で形成される積層構造の厚み方向（図６に矢印ａで示す方向）
で、この実装領域ＩＡに重複する導体層１５Ａの面積が、実装領域ＩＡの面積の６０～９
５％、好ましくは７０～９５％となるようにする。これにより、実装部位に対して適度に
荷重を加えても内部構造の破壊発生を防止できる実装部品１１を簡易かつ確実に製造する
ことができる。したがって、実装部品１１を多層配線基板にフリップチップ実装して一体
化する際に、多層配線基板と実装部品の相互の電極接続を安定して行うことができる。
【００８６】
　基材１２としては、シリコン、ガラス等を使用することができ、厚みは、例えば、５０
～１０００μｍ程度とすることができる。
【００８７】
　絶縁層１４Ａの形成は、例えば、エポキシ樹脂、ベンゾシクロブテン樹脂、カルド樹脂
、ポリイミド樹脂等の電気絶縁性樹脂材料を含有する塗布液、あるいは、これらの電気絶
縁性樹脂材料とガラス繊維とを組み合わせたものを含有する塗布液を公知の塗布方法で塗
布し、その後、加熱、紫外線照射、電子線照射等の所定の硬化処理を施すことにより行う
ことができる。
【００８８】
　絶縁層１４Ａ上への導体層１５Ａの形成は、例えば、以下のように行うことができる。
まず、絶縁層１４Ａ上にスパッタリング法等の公知の真空成膜法により導電材料薄膜を形
成する。導電材料としては、例えば、銅、銀、金、クロム、アルミニウム、ニッケル等を
挙げることができる。次に、導電材料薄膜上に感光性のレジストを塗布し、所望のパター
ン露光、現像を行うことによりレジストパターンを形成する。その後、このレジストパタ
ーンをマスクとして導電材料薄膜をエッチングすることにより、導体層１５Ａを形成する
ことができる。
【００８９】
　次に、導体層１５Ａ上に絶縁層１４Ｂを介して導体層１５Ｂを形成し、また、絶縁層１
４Ｂを介して上下に位置する導体層１５Ａと導体層１５Ｂの所望部位を層間接続体１６Ａ
で接続する（図６（Ｂ））。この導体層１５Ｂの形成においても、積層構造の厚み方向で
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、上記の実装領域ＩＡ（図示せず）に重複する導体層１５Ｂの面積が、実装領域ＩＡの面
積の６０～９５％、好ましくは７０～９５％となるようにする。
【００９０】
　ここでは、感光性の絶縁材料を用いて絶縁層１４Ｂとなる感光性絶縁層を形成し、この
感光性絶縁層を所定のマスクを介して露光し、現像することにより、層間接続体１６Ａを
形成するための孔部を導体層１５Ａの所定位置に有する絶縁層１４Ｂを形成する。そして
、洗浄後、上記の孔部と絶縁層１４Ｂ上に、スパッタリング法等の公知の真空成膜法によ
り導電材料薄膜を形成し、この導電材料薄膜にレジスト層を形成し、所望のパターン露光
、現像を行うことによりレジストパターンを形成する。次に、このレジストパターンをマ
スクとして、導電材料薄膜をエッチングすることにより、導体層１５Ｂ、層間接続体１６
Ａを形成することができる。
【００９１】
　また、絶縁層１４Ｂ、導体層１５Ｂ、層間接続体１６Ａの形成は、以下のように行うこ
ともできる。すなわち、導体層１５Ａを被覆するように絶縁層１４Ｂを形成し、この絶縁
層１４Ｂに、炭酸ガスレーザー、ＵＶ－ＹＡＧレーザー等を用いて、層間接続体１６Ａを
形成するための孔部を形成する。そして、洗浄後、上記の孔部と絶縁層１４Ｂ上に、スパ
ッタリング法等の公知の真空成膜法により導電材料薄膜を形成する。次いで、この導電材
料薄膜上にドライフィルムレジストをラミネートして所望のパターン露光、現像を行うこ
とによりレジストパターンを形成する。次に、このレジストパターンをマスクとして、導
電材料薄膜をエッチングすることにより、導体層１５Ｂ、層間接続体１６Ａを形成するこ
とができる。
【００９２】
　次いで、同様の工程で、導体層１５Ｂ上に絶縁層１４Ｃを介して導体層１５Ｃを形成し
、また、絶縁層１４Ｃを介して上下に位置する導体層１５Ｂと導体層１５Ｃの所望部位を
層間接続体１６Ｂで接続する。さらに、この工程を繰り返すことにより、最終的に、導体
層１５Ｅ上に絶縁層１４Ｆを介して電極パッド１７を有する導体層１５Ｆを形成し、また
、絶縁層１４Ｆを介して上下に位置する導体層１５Ｅと導体層１５Ｆの所望部位を層間接
続体１６Ｅで接続する（図６（Ｃ））。これにより実装部品１１が製造される。この導体
層１５Ｃ～１５Ｅの形成においても、積層構造の厚み方向で、上記の実装領域ＩＡ（図示
せず）に重複する各導体層１５Ｃ～１５Ｅの面積が、実装領域ＩＡの面積の６０～９５％
、好ましくは７０～９５％となるようにする。
【００９３】
　また、本開示の実装部品の製造方法では、導体層１５Ｅの形成において、その後の工程
で形成される導体層１５Ｆが有する電極パッド１７と重複する導体層１５Ｅの面積を、電
極パッド１７の面積の５０％以上、好ましくは７５％以上とすることが好適である。これ
により、実装部位に対して適度に荷重を加えても内部構造の破壊発生をより確実に防止で
きる実装部品１１を簡易かつ確実に製造することができる。したがって、実装部品１１を
多層配線基板にフリップチップ実装して一体化する際に、相互の電極を確実に接続するこ
とができる。
【００９４】
　また、本開示の実装部品の製造方法では、多層構造の厚み方向で、予め設定した実装領
域ＩＡ（図示せず）と重複する各導体層１５Ａ～１５Ｅの面積が、実装部品１１の最表面
１１ａに近い導体層ほど大きくなるようにすることが好適である。これにより、実装部位
に対して適度に荷重を加えても内部構造の破壊発生をさらに確実に防止できる実装部品１
１を簡易かつ確実に製造することができる。したがって、実装部品１１を多層配線基板に
フリップチップ実装して一体化する際に、多層配線基板と実装部品の相互の電極接続を安
定して行うことができる。
【００９５】
　また、本開示の実装部品の製造方法では、各導体層１５Ａ～１５Ｅの形成では、信号を
伝送する信号パターン、電源電位を維持する電源パターンおよびグランド電位を維持する
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グランドパターンの少なくとも１種を含む回路パターンを形成し、回路パターンを構成し
ないダミーパターンは形成しないことが好適である。これにより、ダミーパターンに起因
する寄生容量成分の発生を防止し、信号伝搬を阻害する要因を排除した実装部品の製造が
可能となる。
【００９６】
　また前記のフォトリソグラフィ技術に加え昨今インプリントリソグラフィ技術により絶
縁材上に所望のパターンを形成する手法も開発されている。図７を用いて本開示の実施形
態の変形例に係る実装部品の製造方法を説明する。
【００９７】
　図７は、本開示の実装部品の製造方法の変形例を説明するための工程図であり、上述の
実装部品１１の製造を例としている。なお、本変形例において、第１実施形態と同様の構
成については同一の符号を付し、その詳細な説明を省略する。
【００９８】
　本開示の実装部品の製造方法では、まず、基材１２の一方の面１２Ａに絶縁層１４Ａを
形成するとともに、この絶縁層１４Ａの所望の部位に導体層１５Ａを形成するためのイン
プリントモールド３０Ａを準備する（図７（Ａ））。インプリントモールド３０Ａは、第
１面３１Ａ及びそれに対向する第２面３１Ｂを有する基材３１と、基材３１の第１面３１
Ａ上に形成されてなる凸部３２とを有する。凸部３２は、絶縁層１４Ａ上に導体層１５Ａ
に対応する凹部を形成する。
【００９９】
　この絶縁層１４Ａ上への導体層１５Ａに対応する凹部の形成では、製造目的である実装
部品１１の最表面１１ａとなる絶縁層１４Ｆに電極パッド１７を配置する実装領域ＩＡ（
図示せず）を予め設定する。そして、以後の工程で形成される積層構造の厚み方向（図７
に矢印ａで示す方向）で、この実装領域ＩＡに重複する導体層１５Ａの面積が、実装領域
ＩＡの面積の６０～９５％、好ましくは７０～９５％となるようにする。これにより、実
装部位に対して適度に荷重を加えても内部構造の破壊発生を防止できる実装部品１１を簡
易かつ確実に製造することができる。したがって、実装部品１１を多層配線基板にフリッ
プチップ実装して一体化する際に、多層配線基板と実装部品の相互の電極接続を安定して
行うことができる。
【０１００】
　凸部３２の寸法及びピッチは、特に限定されるものではなく、実装部品１１における導
体層１５Ａの寸法及びピッチに応じて適宜設定され得るが、実装部品１１に優れた高周波
特性が求められる場合、例えば、凸部３２の寸法及びピッチは、０．５～２０μｍ程度に
設定され得る。
【０１０１】
　基材１２としては、シリコン、ガラス等を使用することができ、厚みは、例えば、５０
～１０００μｍ程度とすることができる。絶縁層１４Ａを構成する材料としては、電気絶
縁性を有する材料を用いることができ、例えば、エポキシ系樹脂材料、フェノール系樹脂
材料、ポリイミド系樹脂材料、ポリスルホン系樹脂材料、ポリエステル系樹脂材料、ポリ
カーボネート系樹脂材料等が挙げられる。絶縁層１４Ａの厚さは、好ましくは３～３０μ
ｍ程度である。
【０１０２】
　基材１２上の絶縁層１４Ａにインプリントモールド３０Ａを押し当ててインプリントモ
ールド３０Ａの凸部３２に対応する凹部を形成し、その状態で絶縁層１４Ａを硬化させる
（図７（Ｂ））。絶縁層１４Ａを硬化させる方法としては、絶縁層１４Ａを構成する樹脂
材料の硬化特性に応じて適宜選択すればよく、例えば、絶縁層１４Ａが紫外線硬化性樹脂
により構成される場合、絶縁層１４Ａにインプリントモールド３０Ａを押し当てた状態で
紫外線を照射することで、当該絶縁層１４Ａを硬化させることができる。
【０１０３】
　硬化した絶縁層１４Ａからインプリントモールド３０Ａを剥離する（図７（Ｃ））。こ
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れにより、導体層１５Ａを形成するための凹部が形成されてなる絶縁層１４Ａが作製され
る。
【０１０４】
　この絶縁層１４Ａのインプリントモールド３０Ａの凸部３２に対応する凹部に、導体層
１５Ａを形成する（図７（Ｄ））。絶縁層１４Ａ上への導体層１５Ａの形成は、例えば、
以下のように行うことができる。まず、絶縁層１４Ａ上にスパッタリング法等の公知の真
空成膜法により導電材料薄膜を形成する。導電材料としては、例えば、銅、銀、金、クロ
ム、アルミニウム、ニッケル等を挙げることができる。次に、導電材料薄膜上に、金、銀
、銅等の金属フィラーを含む導電性ペーストを印刷法によって塗布充填し、焼成処理を施
して導体層１５Ａを形成することができる。
【０１０５】
　導電性ペーストに含まれる金属フィラーの平均粒子径は、例えば、５０ｎｍ超程度、好
ましくは６０～３００ｎｍ程度である。導電性ペーストの金属フィラー濃度は、例えば、
３０～８０質量％程度である。導電性ペーストの金属フィラー濃度が上記範囲であること
で、金属層を厚く形成することができるため、１回の塗布及び焼成処理により、絶縁層１
４Ａの凹部を埋める導体層１５Ａを形成することができる。
【０１０６】
　なお、本実施形態において、導電性ペーストに含まれる金属フィラーの平均粒子径とは
、粒径解析ソフト（例えば、粒子解析ｖｅｒ．３．５（日鉄住金テクノロジー社製）、画
像解析ソフトＡ像くん（旭化成エンジニアリング社製）等）を用いて算出された個数平均
粒子径を意味するものとする。ここで金属フィラーの粒子径Ｌ２とは、金属フィラーの投
影像の短径ｄ２および長径Ｄ２の平均を示す（式２）。
Ｌ２＝（ｄ２+Ｄ２）／２　　　（式２）
金属フィラーの平均粒子径は、金属フィラー１０個当たりの粒子径Ｌ２の平均値を算出す
ることで得ることができる。
【０１０７】
　導電性ペーストの焼成温度及び焼成時間は、導電性ペーストに含まれる金属フィラーを
焼結させることができ、かつ導電性ペーストに含まれる溶剤等を揮発させることができる
限りにおいて特に制限はなく、例えば、１５０～２５０℃で０．５～２時間程度である。
【０１０８】
　絶縁層１４Ａ上を覆う導体層１５Ａに対し、絶縁層１４Ａを露出させ得る程度に研磨処
理を施すことで、導体層１５Ａが形成される（図７（Ｅ））。
【０１０９】
　次に、導体層１５Ａ上に絶縁層１４Ｂを形成するとともに、この絶縁層１４Ｂの所望の
部位に導体層１５Ｂと、絶縁層１４Ｂを介して上下に位置する導体層１５Ａと導体層１５
Ｂの所望の部位に層間接続体１６Ａとを形成するためのインプリントモールド３０Ｂを準
備する（図７（Ｆ））。インプリントモールド３０Ｂは、第１面３１Ａ及びそれに対向す
る第２面３１Ｂを有する基材３１と、基材３１の第１面３１Ａ上に形成されてなる凸部３
２とを有する。凸部３２は、導体層１５Ｂに対応する凹部を絶縁層１４Ｂ上に形成するた
めの第１の凸部３２Ａと、層間接続体１６Ａに対応する孔部を絶縁層１４Ｂ上に形成する
ための第２の凸部３２Ｂとを含む。導体層１５Ｂと層間接続体１６Ａとが電気的に接続す
るように、第１の凸部３２Ａと第２の凸部３２Ｂとは連結し、絶縁層１４Ｂ上に形成され
る第１の凸部３２Ａに対応する凹部と第２の凸部３２Ｂに対応する孔部は連続する。この
導体層１５Ｂの形成においても、積層構造の厚み方向で、上記の実装領域ＩＡ（図示せず
）に重複する導体層１５Ｂの面積が、実装領域ＩＡの面積の６０～９５％、好ましくは７
０～９５％となるようにする。
【０１１０】
　同様の工程で、絶縁層１４Ｂにインプリントモールド３０Ｂを押し当ててインプリント
モールド３０Ｂの凸部３２に対応する凹部を形成し、その状態で絶縁層１４Ｂを硬化させ
る。硬化した絶縁層１４Ｂからインプリントモールド３０Ｂを剥離することで、導体層１
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５Ｂを形成するための凹部と層間接続体１６Ａを形成するための孔部が形成されてなる絶
縁層１４Ｂが作製される。上記の孔部と絶縁層１４Ｂ上に、スパッタリング法等の公知の
真空成膜法により導電材料薄膜を形成し、この導電材料薄膜上に、金、銀、銅等の金属フ
ィラーを含む導電性ペーストを印刷法によって塗布充填し、焼成処理を施して導体層１５
Ｂおよび層間接続体１６Ａを形成することができる。
【０１１１】
　導体層１５Ｂ上に絶縁層１４Ｃを介して導体層１５Ｃを形成し、また、絶縁層１４Ｃを
介して上下に位置する導体層１５Ｂと導体層１５Ｃの所望部位を層間接続体１６Ｂで接続
する。さらに、この工程を繰り返すことにより、最終的に、導体層１５Ｅ上に絶縁層１４
Ｆを介して電極パッド１７を有する導体層１５Ｆを形成し、また、絶縁層１４Ｆを介して
上下に位置する導体層１５Ｅと導体層１５Ｆの所望部位を層間接続体１６Ｅで接続する。
これにより実装部品１１が製造される。この導体層１５Ｃ～１５Ｅの形成においても、積
層構造の厚み方向で、上記の実装領域ＩＡ（図示せず）に重複する各導体層１５Ｃ～１５
Ｅの面積が、実装領域ＩＡの面積の６０～９５％、好ましくは７０～９５％となるように
する。
【０１１２】
　また、本開示の実装部品の製造方法では、導体層１５Ｅの形成において、その後の工程
で形成される導体層１５Ｆが有する電極パッド１７と重複する導体層１５Ｅの面積を、電
極パッド１７の面積の５０％以上、好ましくは７５％以上とすることが好適である。これ
により、実装部位に対して適度に荷重を加えても内部構造の破壊発生をより確実に防止で
きる実装部品１１を簡易かつ確実に製造することができる。したがって、実装部品１１を
多層配線基板にフリップチップ実装して一体化する際に、相互の電極を確実に接続するこ
とができる。
【０１１３】
　また、本開示の実装部品の製造方法では、多層構造の厚み方向で、予め設定した実装領
域ＩＡ（図示せず）と重複する各導体層１５Ａ～１５Ｅの面積が、実装部品１１の最表面
１１ａに近い導体層ほど大きくなるようにすることが好適である。これにより、実装部位
に対して適度に荷重を加えても内部構造の破壊発生をさらに確実に防止できる実装部品１
１を簡易かつ確実に製造することができる。したがって、実装部品１１を多層配線基板に
フリップチップ実装して一体化する際に、多層配線基板と実装部品の相互の電極接続を安
定して行うことができる。
【０１１４】
　また、本開示の実装部品の製造方法では、各導体層１５Ａ～１５Ｅの形成では、信号を
伝送する信号パターン、電源電位を維持する電源パターンおよびグランド電位を維持する
グランドパターンの少なくとも１種を含む回路パターンを形成し、回路パターンを構成し
ないダミーパターンは形成しないことが好適である。これにより、ダミーパターンに起因
する寄生容量成分の発生を防止し、信号伝搬を阻害する要因を排除した実装部品の製造が
可能となる。
【０１１５】
　また、本開示の実装部品の製造方法では、フォトリソグラフィ法に比べ廃液が少なく安
価に実施することができる。またインプリントモールド３０Ｂのように、凸部３２を導体
層１５Ｂに対応する凹部を絶縁層１４Ｂ上に形成するための第１の凸部３２Ａと、層間接
続体１６Ａに対応する孔部を絶縁層１４Ｂ上に形成するための第２の凸部３２Ｂとの複数
段にすることで、複数層のリソグライフィを一度の工程で実施することができる。例えば
、導体層１５Ｂと層間接続体１６Ａとを形成する場合、フォトリソグラフィ法では各々の
工程で形成する必要があるのに対し、インプリントリソグラフィ法では一括に形成可能で
あり、工程削減によるコスト低減が可能となる。また、インプリントリソグラフィ法はフ
ォトリソグラフィ法に比べ微細なパターン形成が可能であり、本願発明のように形成パタ
ーンの粗密を操作する用途に対して製品設計の自由度が高く特に有効である。
【０１１６】
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　上述の実装部品の製造方法の実施形態は例示であり、本開示はこのような実施形態に限
定されるものではない。例えば、各導体層１５Ａ～１５Ｅにおける回路パターンは、信号
パターン、電源パターン、グランドパターンの少なくとも１種とともに、キャパシタ、レ
ジスタ（抵抗）、インダクタ、トランス、ＬＣＲ回路等の受動部品を構成するものであっ
てもよい。さらに、回路パターンは、オペアンプ等のアクティブフィルタ素子、ロジック
、メモリ素子等の能動部品を構成するものであってもよい。
【０１１７】
　また、本開示の実装部品の製造方法では、導体層１５Ａ～１５Ｅがダミーパターンを含
有することを排除するものでなく、この場合、例えば、ダミーパターンと信号伝搬に供さ
れる信号パターンとの間に電源パターンやグランドパターンが存在する場合、ダミーパタ
ーンに起因する寄生容量成分の発生が抑制される。また、電源パターンやグランドパター
ンが存在しない場合であっても、信号パターンとダミーパターンの離間距離を、例えば、
信号パターン形状の３～５倍程度以上の距離とすることにより、寄生容量成分の発生を抑
制することができ好適である。
【０１１８】
［電子装置］
　図８は、本開示の電子装置の一実施形態を示す概略部分断面図である。図８において、
電子装置１は、実装部品１１を多層配線基板１００に導電材料１１０を介してフリップチ
ップ実装し、実装部品１１と多層配線基板１００との間隙に絶縁材料２９が存在するもの
である。この実施形態では、実装部品１１は、上述の本開示の実装部品であり、ここでの
説明は省略する。
【０１１９】
　多層配線基板１００は、コア基材２２と、このコア基材２２の両面に複数の導体層２５
が絶縁層２４を介して積層した多層構造を有している。コア基材２２は、このコア基材２
２を貫通する複数の表裏導通部材２３と、コア基材２２の表面（図示例では、実装部品１
１が実装されている面側）において所定の表裏導通部材２３と電気的に接続している導体
層２３ａ、コア基材２２の裏面において所定の表裏導通部材２３と電気的に接続している
導体層２３ａ′を有している。このようなコア基材は、例えば、ガラス、ポリアミド樹脂
等の電気絶縁性材料であってよい。
【０１２０】
　このコア基材２２の表面側（図示例では、実装部品１１が実装されている面側）には、
絶縁層２４Ａ、２４Ｂを介して、導体層２５Ａ、２５Ｂが積層されており、絶縁層２４Ａ
を介して上下に位置する導体層２３ａと導体層２５Ａを電気的に接続する層間接続体２６
Ａ、絶縁層２４Ｂを介して上下に位置する導体層２５Ａと導体層２５Ｂを電気的に接続す
る層間接続体２６Ｂを備えている。
【０１２１】
　また、コア基材２２の裏面側には、絶縁層２４Ａ′、２４Ｂ′を介して、導体層２５Ａ
′、２５Ｂ′が積層されており、絶縁層２４Ａ′を介して上下に位置する導体層２３ａ′
と導体層２５Ａ′を電気的に接続する層間接続体２６Ａ′、絶縁層２４Ｂ′を介して上下
に位置する導体層２５Ａ′と導体層２５Ｂ′を接続する層間接続体２６Ｂ′を備えている
。そして、導体層２５Ｂ′の全域、あるいは、所望の部位を被覆するソルダーレジスト２
８を備えている。
【０１２２】
　多層配線基板１００では、実装部品１１が実装されている最表面１００ａの絶縁層２４
Ｂに実装領域（図示せず）が画定されており、この実装領域には複数の電極パッド２７が
位置している。そして、多層配線基板１００において、最表面１００ａに位置する導体層
２５Ｂを除く各導体層２５Ａ、２３ａ、２３ａ′、２５Ａ′、２５Ｂ′において、多層構
造の厚み方向（図７に矢印ａで示す方向）で実装領域と重複する導体層の面積は、実装領
域の面積の６０～９５％、好ましくは７５～９５％であることが好適である。
【０１２３】
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　実装部品１１を多層配線基板１００にフリップチップ実装するための導電材料１１０は
、金等の導電材料を使用することができる。例えば、このような導電材料１１０を実装部
品１１の電極パッド１７に予め配設し、熱圧着することによりフリップチップ実装を行う
ことができる。
【０１２４】
　実装部品１１と多層配線基板１００との間隙に位置する絶縁材料２９は、エポキシ樹脂
等の熱硬化性樹脂、あるいは、熱硬化性樹脂にフィラーを含有させたものを使用すること
ができる。例えば、多層配線基板１００の最表面１００ａに熱硬化性樹脂を塗布し、実装
部品１１の電極パッド１７に予め配設された導電材料１１０を多層配線基板１００の電極
パッド２７に熱圧着して一体化した後、加熱硬化することにより絶縁材料２９とすること
ができる。また、実装部品１１の電極パッド１７に予め配設された導電材料１１０を、多
層配線基板１００の電極パッド２７に熱圧着して一体化した後、実装部品１１と多層配線
基板１００との間隙に熱硬化性樹脂を充填し、その後、加熱硬化することにより絶縁材料
２９とすることができる。
【０１２５】
　このような本開示の電子装置は、多層配線基板と実装部品の相互の電極接続が確実であ
り、回路接続安定性が高く、また、実装部品の破壊が防止され、発明の電子装置は信頼性
が高いものである。さらに、実装部位を構成する各導体層が回路を構成し、ダミーパター
ンが存在しない場合には、電気信号に対する寄生容量成分を発生して信号伝搬を阻害する
ような要因が排除され、発明の電子装置は更に信頼性が高いものとなる。
【０１２６】
　上述の電子装置の実施形態は例示であり、本開示はこのような実施形態に限定されるも
のではない。例えば、多層配線基板１００は、プリント配線基板、インターポーザ、マザ
ーボード等であってもよい。
【０１２７】
＜第２実施形態＞
［配線基板］
　本開示の第２実施形態に係る配線基板について、図面を参照しながら説明する。図９は
、本開示の一実施形態に係る配線基板の概略構成を示す断面図であり、図１０は、本開示
の一実施形態に係る配線基板におけるビア導体近傍の概略構成を示す部分拡大断面図であ
る。
【０１２８】
　図９に示すように、本実施形態に係る配線基板２００は、第１の配線層２と、絶縁膜３
と、第２の配線層４とがこの順に設けられてなり、絶縁膜３の厚さ方向に貫通して第１の
配線層２と第２の配線層４とを電気的に接続するビア導体５を備える。なお、本実施形態
においては、２層の配線層２，４及びそれらを電気的に接続する１つのビア導体５を有す
る配線基板を例に挙げて説明するが、このような態様に限定されるものではなく、３層以
上の配線層を有するものであってもよい。かかる配線基板においては、各配線層の間に絶
縁膜を介在させるとともに、各配線層間を電気的に接続するビア導体を設ければよい。
【０１２９】
　第１の配線層２及び第２の配線層４の間に位置する絶縁膜３を構成する材料としては、
電気的絶縁性を有する材料である限り特に制限はなく、例えば、エポキシ系樹脂材料、フ
ェノール系樹脂材料、ポリイミド系樹脂材料、ポリスルホン系樹脂材料、ポリエステル系
樹脂材料、ポリカーボネート系樹脂材料等が挙げられる。絶縁膜３の厚さは、例えば、３
～３０μｍ程度に設定され得る。
【０１３０】
　第２の配線層４は、配線部４１と、ビア導体５を介して第１の配線層２に電気的に接続
されるランド部４２とを含む。第２の配線層４及びビア導体５は、厚さ方向の断面視にお
いて、外側から金属層６１、第１の焼結金属層６２及び第２の焼結金属層６３を有する。
言い換えると、配線基板２００は、絶縁膜３に設けられた凹部の内側の表面に接するよう
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に金属層６１が配置され、金属層６１に接するように第１の焼結金属層６２が配置され、
第１の焼結金属層６２に接するように第２の焼結金属層６３が配置された第２の配線層４
及びビア導体５を備える。すなわち本実施形態に係る配線基板２００は、第２の焼結金属
層６３を第１の焼結金属層６２が囲い、第１の焼結金属層６２を金属層６１が囲うように
配置された第２の配線層４及びビア導体５を備える。
【０１３１】
　金属層６１は、隣接する配線部４１間における導電材料のマイグレーションによる短絡
、特に、配線部４１の寸法及びピッチが小さくなるほど（１０μｍ以下程度）に生じやす
くなる導電材料のマイグレーションによる短絡を防止し、配線部４１間の電気的絶縁性を
確保する機能を果たす層である。金属層６１を構成する材料としては、例えば、チタン（
Ｔｉ）、クロム（Ｃｒ）、モリブデン（Ｍｏ）、タングステン（Ｗ）、インジウム（Ｉｎ
）、ニオブ（Ｎｂ）、コバルト（Ｃｏ）等を主成分とする合金等が挙げられる。金属層６
１を構成する材料としては、例えば、チタン（Ｔｉ）、窒化チタン（ＴｉＮ）、クロム（
Ｃｒ）、窒化クロム（ＣｒＮ）、モリブデン（Ｍｏ）等を主成分とすることがより好まし
い。金属層６１が、チタン（Ｔｉ）、窒化チタン（ＴｉＮ）、クロム（Ｃｒ）、窒化クロ
ム（ＣｒＮ）、モリブデン（Ｍｏ）等を含むことで、導電材料の絶縁膜３へのマイグレー
ションを防止し、かつ後述する配線部４１を形成する化学機械研磨の工程において金属層
６１が化学機械研磨のストッパー層として機能するため、絶縁膜３の凹部に充填された配
線部４１を構成する導電材料の研削を抑制することができる。金属層６１を形成する方法
は、特に限定されるものではなく、例えば、スパッタリング、無電解めっき等を挙げるこ
とができる。金属層６１はスパッタリング又は無電解めっき等により形成されるため、第
１の焼結金属層６２及び第２の焼結金属層６３よりも緻密で導電率の大きい金属層として
構成される。
【０１３２】
　第１の焼結金属層６２及び第２の焼結金属層６３は、それぞれ、第１の金属フィラー及
び第２の金属フィラーを含む導電性ペーストを焼結してなるものである。第１の焼結金属
層６２及び第２の焼結金属層６３は、それぞれ、第１の金属粒子及び第２の金属粒子によ
って構成される。第１の金属粒子及び第２の金属粒子としては、例えば、金、銀、銅等の
粒子が挙げられ、互いに同一の金属粒子であってもよいし、異なる金属粒子であってもよ
い。
【０１３３】
　第１の焼結金属層６２を構成する第１の金属粒子の平均粒子径は、第２の焼結金属層６
３を構成する第２の金属粒子の平均粒子径よりも小さい。すなわち、第１の焼結金属層６
２は、第２の焼結金属層６３よりも緻密な金属層である。なお、第１の焼結金属層６２及
び第２の焼結金属層６３のそれぞれを構成する第１の金属粒子及び第２の金属粒子の平均
粒子径は、第１の焼結金属層６２及び第２の焼結金属層６３の任意の切断面の電子顕微鏡
画像を取得し、当該電子顕微鏡画像から平均粒子径を算出するソフトウェア（例えば、粒
子解析ｖｅｒ．３．５（日鉄住金テクノロジー社製）、画像解析ソフトＡ像くん（旭化成
エンジニアリング社製）等）を用いて、個数平均粒子径として求められ得る。
【０１３４】
　ここで第１の金属粒子及び第２の金属粒子の粒子径Ｌ１とは、第１の焼結金属層６２及
び第２の焼結金属層６３の任意の切断面において観察される、それぞれの第１の金属粒子
及び第２の金属粒子の短径ｄ１および長径Ｄ１の平均を示す（式１）。
Ｌ１＝（ｄ１+Ｄ１）／２　　　（式１）
第１の金属粒子及び第２の金属粒子の平均粒子径は、第１の焼結金属層６２及び第２の焼
結金属層６３の任意の切断面において観察される任意の第１の金属粒子及び第２の金属粒
子の１０個当たりの粒子径Ｌ１の平均値を算出することで得ることができる。
【０１３５】
　ビア導体５の第１の焼結金属層６２は、金属層６１を介して第１の配線層２に電気的に
接続される。そして、第１の焼結金属層６２が緻密な金属層として構成されていることで
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、第１の焼結金属層６２の導電率が第２の焼結金属層６３の導電率よりも大きくなる。そ
のため、第１の配線層２及び第２の配線層４間の電気的接続信頼性を向上させることがで
きる。
【０１３６】
また、本実施形態に係る配線基板２００の配線部４１に高周波電流が流れるとき、いわゆ
る表皮効果により配線部４１を構成する導体の外表面に電流が集中する。本実施形態に係
る配線基板２００においては、電流の集中する配線部４１の外表面側が緻密な金属層（導
電率の大きい第１の焼結金属層６２）により構成されることで、配線部４１の抵抗を増大
させ難くなるため、高周波特性を向上させ得るという効果が奏される。本実施形態に係る
配線基板２００においては、電流の集中する最外表面が最も緻密である金属層６１（より
導電率の大きい金属層６１）により構成されることで、配線部４１の抵抗を増大させ難く
なるため、高周波特性をさらに向上させ得るという効果が奏される。言い換えると、第１
の焼結金属層６２が第２の焼結金属層６３より緻密な金属層として構成されていることで
、第１の焼結金属層６２の導電率が第２の焼結金属層６３の導電率よりも大きくなる。さ
らに金属層６１が第１の焼結金属層６２より緻密な金属層として構成されていることで、
金属層６１の導電率が第１の焼結金属層６２の導電率よりも大きくなる。第２の焼結金属
層６３、第１の焼結金属層６２、金属層６１の順に導電性の高い材料を選択することで、
表皮効果による信号の特性変化を抑制することができる。
【０１３７】
　ビア導体５における第１の焼結金属層６２の底面部６２Ａと側壁部６２Ｂとの間を連続
する角部６２Ｃは、ビア導体５の高さＴ5の１／４以上の曲率半径を有する。同様に、ラ
ンド部４２における第１の焼結金属層６２の底面部６２Ｄと側壁部６２Ｅとの間を連続す
る角部６２Ｆもまた、ランド部４２の高さＴ42の１／４以上の曲率半径を有する。このよ
うに、当該角部６２Ｃ，６２Ｆが所定の曲率半径を有することで、当該角部６２Ｃ，６２
Ｆにボイド（空隙）を生じさせることのない、緻密な第１の焼結金属層６２とすることが
でき、電気的接続信頼性及び高周波特性を向上させることができる。
【０１３８】
　なお、第２の配線層４の配線部４１においても同様に、配線部４１における第１の焼結
金属層６２の底面部と側壁部との間を連続する角部は、配線部４１の高さの１／４以上の
曲率半径を有する。
【０１３９】
　上述した構成を有する配線基板２００においては、第２の配線層４及びビア導体５の有
する第１の焼結金属層６２が、その内側に位置する第２の焼結金属層６３よりも緻密な金
属層として構成されるため、優れた電気的接続信頼性及び高周波特性が奏される。
【０１４０】
［配線基板の製造方法］
　上記構成を有する配線基板２００は、下記のようにして製造することができる。図１１
及び図１２は、本実施形態に係る配線基板の製造方法の各工程を断面図にて示す工程フロ
ー図である。
【０１４１】
　まず、第１の配線層２上に絶縁層３’を形成するとともに、当該絶縁層３’に第２の配
線層４及びビア導体５を形成するためのインプリントモールド５０を準備する（図１１（
Ａ）参照）。絶縁層３’を構成する材料としては、電気絶縁性を有する材料を用いること
ができ、例えば、エポキシ系樹脂材料、フェノール系樹脂材料、ポリイミド系樹脂材料、
ポリスルホン系樹脂材料、ポリエステル系樹脂材料、ポリカーボネート系樹脂材料等が挙
げられる。絶縁層３’の厚さは、好ましくは３～３０μｍ程度である。
【０１４２】
　インプリントモールド５０は、第１面５１Ａ及びそれに対向する第２面５１Ｂを有する
基材５１と、基材５１の第１面５１Ａ上に形成されてなる凸部５２とを有する。凸部５２
は、第２の配線層４（配線部４１及びランド部４２）に対応する凹部を絶縁層３’に形成
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するための第１の凸部５２Ａと、ビア導体５に対応する貫通孔を絶縁層３’に形成するた
めの第２の凸部５２Ｂとを含む。第２の凸部５２Ｂは、第１面５１Ａ上に形成されている
複数の第１の凸部５２Ａのうちの一部の第１の凸部５２Ａ（ランド部４２に対応する凹部
を形成するための第１の凸部５２Ａ）上に設けられており、基材５１の厚さ方向の断面視
において当該第１の凸部５２Ａよりも狭幅である。
【０１４３】
　第１の凸部５２Ａの寸法及びピッチは、特に限定されるものではなく、配線基板２００
における第２の配線層４の寸法及びピッチに応じて適宜設定され得るが、配線基板２００
に優れた高周波特性が求められる場合、例えば、第１の凸部５２Ａの寸法及びピッチは、
０．５～２０μｍ程度に設定され得る。
【０１４４】
　第１の配線層２上の絶縁層３’にインプリントモールド５０を押し当ててインプリント
モールド５０の凸部５２（第１の凸部５２Ａ及び第２の凸部５２Ｂ）に対応する凹部及び
貫通孔（第２の凸部５２Ｂに対応する狭幅の第１の貫通孔、及びそれに連続する、第１の
凸部５２Ａに対応する広幅の第２の貫通孔）を形成し、その状態で絶縁層３’を硬化させ
る（図１１（Ｂ）参照）。絶縁層３’を硬化させる方法としては、絶縁層３’を構成する
樹脂材料の硬化特性に応じて適宜選択すればよく、例えば、絶縁層３’が紫外線硬化性樹
脂により構成される場合、絶縁層３’にインプリントモールド５０を押し当てた状態で紫
外線を照射することで、当該絶縁層３’を硬化させることができる。
【０１４５】
　硬化した絶縁層３’からインプリントモールド５０を剥離する（図１１（Ｃ）参照）。
これにより、第２の配線層４及びビア導体５を形成するための凹部及び貫通孔が形成され
てなる絶縁膜３が作製される。
【０１４６】
　なお、本実施形態においては、絶縁膜３に凹部及び貫通孔を形成するために、所定の凸
部５２を有するインプリントモールド５０を用いる態様を例に挙げているが、このような
態様に限定されるものではなく、例えば、フォトリソグラフィー、レーザーによる切削等
の手法を用いて、絶縁膜３に凹部及び貫通孔を形成してもよい。
【０１４７】
　続いて、絶縁膜３上に金属層６１を形成する（図１２（Ａ）参照）。金属層６１を構成
する材料（金属材料）としては、例えば、Ｔｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ、Ｉｎ、Ｎｂ、Ｃｏ等が
挙げられる。金属層６１を形成することで、第１の配線層２とビア導体５との電気的接続
信頼性を高めることができる。配線基板２００に優れた高周波特性が求められ、第２の配
線層４の寸法及びピッチが０．５～２０μｍ程度に設定される場合には、第２の配線層４
における隣接する配線部４１間における導体材料のマイグレーションによる短絡を防止す
べく、金属層６１を構成する材料として、Ｔｉ、Ｍｏ等を用いるのが好ましい。金属層６
１を構成する材料としては、Ｔｉ、ＴｉＮ、Ｃｒ、ＣｒＮ、Ｍｏ等を用いることがさらに
好ましい。金属層６１が、Ｔｉ、ＴｉＮ、Ｃｒ、ＣｒＮ、Ｍｏ等を含むことで、第２の配
線層４における隣接する配線部４１間における導電材料のマイグレーションによる短絡を
防止し、かつ後述する配線部４１を形成する化学機械研磨の工程において金属層６１が化
学機械研磨のストッパー層として機能するため、絶縁膜３の凹部に充填された配線部４１
を構成する導電材料の研削を抑制することができる。金属層６１の膜厚は、特に限定され
るものではないが、１０～１０００ｎｍ程度に設定され得る。金属層６１を形成する方法
は、特に限定されるものではなく、例えば、スパッタリング、無電解めっき等を挙げるこ
とができる。
【０１４８】
　金属層６１上に、金、銀、銅等の第１の金属フィラーを含む第１の導電性ペーストを塗
布して第１の金属層を形成し、当該第１の金属層に焼成処理を施して第１の焼結金属層６
２を形成する（図１２（Ｂ）参照）。第１の導電性ペーストに含まれる第１の金属フィラ
ーの平均粒子径は、後述する第２の金属層を形成するための第２の導電性ペーストに含ま
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れる第２の金属フィラーの平均粒子径よりも小さく、例えば、５０ｎｍ以下程度、好まし
くは１０～４０ｎｍ程度である。第１の導電性ペーストにおける第１の金属フィラー濃度
は、第２の導電性ペーストの第２の金属フィラー濃度よりも低く、例えば１０～１５質量
％程度である。第１の導電性ペーストに含まれる第１の金属フィラーの平均粒子径が、第
２の導電性ペーストに含まれる第２の金属フィラーの平均粒子径よりも小さいことで、第
１の焼結金属層６２が相対的に緻密に形成されるため、ビア導体５と第１の配線層２との
電気的接続信頼性を向上させることができるとともに、優れた高周波特性が奏され得る。
また、第１の導電性ペーストの第１の金属フィラー濃度が１０～１５質量％程度であるこ
とで、第１の導電性ペーストの粘度を相対的に低くすることができ、第１の導電性ペース
トの塗布により形成された第１の金属層を焼成して得られる第１の焼結金属層６２におい
て、側壁部と底面部との間を連続する角部に、側壁部の高さの１／４以上の曲率半径を有
する湾曲部を形成することができ、当該角部において緻密な第１の焼結金属層６２を形成
することができる。第１の焼結金属層６２の膜厚は、例えば、１００～１０００ｎｍ程度
である。
【０１４９】
　第１の金属層の焼成温度及び焼成時間は、第１の導電性ペーストに含まれる金属フィラ
ーを焼結させることができ、かつ第１の導電性ペーストに含まれる溶剤等を揮発させるこ
とができる限りにおいて特に制限はなく、例えば、１５０～２５０℃で０．５～２時間程
度である。
【０１５０】
　続いて、第１の焼結金属層６２上に、金、銀、銅等の第２の金属フィラーを含む第２の
導電性ペーストを塗布して、絶縁膜３の凹部及び貫通孔を埋める第２の金属層を形成し、
当該第２の金属層に焼成処理を施して第２の焼結金属層６３を形成する（図１２（Ｃ）参
照）。第２の金属フィラーは、第１の金属フィラーと同一材料であってもよいし、異なる
材料であってもよい。第２の導電性ペーストに含まれる第２の金属フィラーの平均粒子径
は、上記第１の導電性ペーストに含まれる第１の金属フィラーの平均粒子径よりも大きく
、例えば、５０ｎｍ超程度、好ましくは６０～３００ｎｍ程度である。第２の導電性ペー
ストの第２の金属フィラー濃度は、第１の導電性ペーストの第１の金属フィラー濃度より
も高く、例えば３０～８０質量％程度である。第２の導電性ペーストの第２の金属フィラ
ー濃度が高いことで、第２の金属層を厚く形成することができるため、１回の塗布及び焼
成処理により、絶縁膜３の凹部及び貫通孔を埋める第２の焼結金属層６３を形成すること
ができる。
【０１５１】
　なお、本実施形態において、第１の導電性ペースト及び第２の導電性ペーストのそれぞ
れに含まれる第１の金属フィラー及び第２の金属フィラーの平均粒子径とは、粒径解析ソ
フト（例えば、粒子解析ｖｅｒ．３．５（日鉄住金テクノロジー社製）、画像解析ソフト
Ａ像くん（旭化成エンジニアリング社製）等）を用いて算出された個数平均粒子径を意味
するものとする。ここで第１の金属フィラー及び第２の金属フィラーの粒子径Ｌ２とは、
第１の金属フィラー及び第２の金属フィラーの投影像の短径ｄ２および長径Ｄ２の平均を
示す（式２）。
Ｌ２＝（ｄ２+Ｄ２）／２　　　（式２）
第１の金属フィラー及び第２の金属フィラーの平均粒子径は、第１の金属フィラー及び第
２の金属フィラーの１０個当たりの粒子径Ｌ２の平均値を算出することで得ることができ
る。
【０１５２】
　第２の金属層の焼成温度及び焼成時間は、第２の導電性ペーストに含まれる第２の金属
フィラーを焼結させることができ、かつ第２の導電性ペーストに含まれる溶剤等を揮発さ
せることができる限りにおいて特に制限はなく、例えば、１５０～２５０℃で０．５～２
時間程度である。
【０１５３】
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　最後に、金属層６１、第１の焼結金属層６２及び第２の焼結金属層６３に対し、絶縁膜
３を露出させ得る程度に研磨処理を施すことで、第２の配線層４と、第１の配線層２及び
第２の配線層４を電気的に接続するビア導体５とが形成され、配線基板２００が製造され
る（図１２（Ｄ）参照）。
【０１５４】
　上述した第２実施形態に係る配線基板の製造方法によれば、相対的に平均粒子径が小さ
い第１の金属フィラーを低濃度で含む第１の導電性ペーストを用いて第１の焼結金属層６
２を形成し、その内側に相対的に平均粒子径が大きい第２の金属フィラーを高濃度で含む
第２の導電性ペーストを用いて第２の焼結金属層６３を形成するため、電気的接続信頼性
及び高周波特性に優れた配線基板２００を、高い歩留まりで製造することができる。
【０１５５】
＜第３実施形態＞
［配線基板］
　本開示の第３実施形態に係る配線基板について、図面を参照しながら説明する。図１３
は、本開示の一実施形態に係る配線基板の概略構成を示す断面図である。なお、第３実施
形態において、第２実施形態と同様の構成については同一の符号を付し、その詳細な説明
を省略する。
【０１５６】
　図１３に示すように、本実施形態に係る配線基板３００は、第１の配線層２と、絶縁膜
３と、第２の配線層４とがこの順に設けられてなり、絶縁膜３の厚さ方向に貫通して第１
の配線層２と第２の配線層４とを電気的に接続するビア導体５を備える。
【０１５７】
　第２の配線層４は、配線部４１と、ビア導体５を介して第１の配線層２に電気的に接続
されるランド部４２とを含む。第２の配線層４及びビア導体５は、厚さ方向の断面視にお
いて、外側から金属層６１と、スパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’と、焼結金
属層６３とを有する。言い換えると、配線基板３００は、絶縁膜３に設けられた凹部の内
側の表面に接するように金属層６１が配置され、金属層６１に接するようにスパッタ金属
層又は無電解めっき金属層６２’が配置され、スパッタ金属層又は無電解めっき金属層６
２’に接するように焼結金属層６３が配置された第２の配線層４及びビア導体５を備える
。すなわち本実施形態に係る配線基板３００は、焼結金属層６３をスパッタ金属層又は無
電解めっき金属層６２’が囲い、スパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’を金属層
６１が囲うように配置された第２の配線層４及びビア導体５を備える。
【０１５８】
　スパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’は、当該金属層を構成する金属材料（金
、銀、銅等）のスパッタリング又は無電解めっきにより形成されるため、焼結金属層６３
よりも緻密な金属層として構成される。ビア導体５のスパッタ金属層又は無電解めっき金
属層６２’は、金属層６１を介して第１の配線層２に電気的に接続される。そして、スパ
ッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’が緻密な金属層として構成されていることで、
スパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’の導電率が焼結金属層６３の導電率よりも
大きくなる。そのため、第１の配線層２及び第２の配線層４間の電気的接続信頼性を向上
させることができる。
【０１５９】
　また、本実施形態に係る配線基板３００の配線部４１に高周波電流が流れるとき、いわ
ゆる表皮効果により配線部４１を構成する導体の外表面に電流が集中する。本実施形態に
係る配線基板３００においては、電流の集中する配線部４１の外表面側が緻密な金属層（
焼結金属層６３よりも導電率の大きいスパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’）に
より構成されることで、配線部４１の抵抗を増大させ難くなるため、高周波特性を向上さ
せ得るという効果が奏される。本実施形態に係る配線基板２００においては、電流の集中
する最外表面が最も緻密である金属層６１（より導電率の大きい金属層６１）により構成
されることで、配線部４１の抵抗を増大させ難くなるため、高周波特性をさらに向上させ
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得るという効果が奏される。言い換えると、スパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２
’が焼結金属層６３より緻密な金属層として構成されていることで、スパッタ金属層又は
無電解めっき金属層６２’の導電率が焼結金属層６３の導電率よりも大きくなる。さらに
金属層６１がスパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’より緻密な金属層として構成
されていることで、金属層６１の導電率がスパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’
の導電率よりも大きくなる。焼結金属層６３、スパッタ金属層又は無電解めっき金属層６
２’、金属層６１の順に導電性の高い材料を選択することで、表皮効果による信号の特性
変化を抑制することができる。
【０１６０】
　上述した構成を有する配線基板３００においては、第２の配線層４及びビア導体５の有
するスパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’が、その内側に位置する焼結金属層６
３よりも緻密な金属層として構成されるため、優れた電気的接続信頼性及び高周波特性が
奏される。
【０１６１】
［配線基板の製造方法］
　上記構成を有する配線基板３００は、下記のようにして製造することができる。図１１
及び図１４は、本実施形態に係る配線基板の製造方法の各工程を断面図にて示す工程フロ
ー図である。
【０１６２】
　まず、第２実施形態と同様にして、第１の配線層２上に、第２の配線層４及びビア導体
５を形成するための凹部及び貫通孔が形成されてなる絶縁膜３を作製する（図１１（Ａ）
～（Ｃ）参照）。
【０１６３】
　続いて、絶縁膜３上に金属層６１を形成する（図１４（Ａ）参照）。金属層６１を構成
する材料（金属材料）としては、例えば、Ｔｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ、Ｉｎ、Ｎｂ、Ｃｏ等が
挙げられる。金属層６１を形成することで、第１の配線層２とビア導体５との電気的接続
信頼性を高めることができる。配線基板３００に優れた高周波特性が求められ、第２の配
線層４の寸法及びピッチが０．５～２０μｍ程度に設定される場合には、第２の配線層４
における隣接する配線部４１間における導体材料のマイグレーションによる短絡を防止す
べく、金属層６１を構成する材料として、Ｔｉ、Ｍｏ等を用いるのが好ましい。金属層６
１を構成する材料としては、Ｔｉ、ＴｉＮ、Ｃｒ、ＣｒＮ、Ｍｏ等を用いることがさらに
好ましい。金属層６１が、Ｔｉ、ＴｉＮ、Ｃｒ、ＣｒＮ、Ｍｏ等を含むことで、第２の配
線層４における隣接する配線部４１間における導電材料のマイグレーションによる短絡を
防止し、かつ後述する配線部４１を形成する化学機械研磨の工程において金属層６１が化
学機械研磨のストッパー層として機能するため、絶縁膜３の凹部に充填された配線部４１
を構成する導電材料の研削を抑制することができる。金属層６１の膜厚は、特に限定され
るものではないが、１０～１０００ｎｍ程度に設定され得る。金属層６１を形成する方法
は、特に限定されるものではなく、例えば、スパッタリング、無電解めっき等を挙げるこ
とができる。
【０１６４】
　金属層６１上に、金、銀、銅等の金属材料のスパッタリング又は無電解めっきにより、
スパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’を形成する（図１４（Ｂ）参照）。スパッ
タ金属層又は無電解めっき金属層６２’の膜厚は、例えば、１００～１０００ｎｍ程度で
ある。
【０１６５】
　続いて、スパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’上に、金、銀、銅等の金属フィ
ラーを含む導電性ペーストを塗布して、絶縁膜３の凹部及び貫通孔を埋める金属層を形成
し、当該金属層に焼成処理を施して焼結金属層６３を形成する（図１４（Ｃ）参照）。
【０１６６】
　導電性ペーストに含まれる金属フィラーの平均粒子径は、例えば、５０ｎｍ超程度、好
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ましくは６０～３００ｎｍ程度である。導電性ペーストの金属フィラー濃度は、例えば、
３０～８０質量％程度である。導電性ペーストの金属フィラー濃度が上記範囲であること
で、金属層を厚く形成することができるため、１回の塗布及び焼成処理により、絶縁膜３
の凹部及び貫通孔を埋める焼結金属層６３を形成することができる。
【０１６７】
　なお、本実施形態において、導電性ペーストに含まれる金属フィラーの平均粒子径とは
、粒径解析ソフト（例えば、粒子解析ｖｅｒ．３．５（日鉄住金テクノロジー社製）、画
像解析ソフトＡ像くん（旭化成エンジニアリング社製）等）を用いて算出された個数平均
粒子径を意味するものとする。ここで金属フィラーの粒子径Ｌ２とは、金属フィラーの投
影像の短径ｄ２および長径Ｄ２の平均を示す（式２）。
Ｌ２＝（ｄ２+Ｄ２）／２　　　（式２）
金属フィラーの平均粒子径は、金属フィラー１０個当たりの粒子径Ｌ２の平均値を算出す
ることで得ることができる。
【０１６８】
　金属層の焼成温度及び焼成時間は、導電性ペーストに含まれる金属フィラーを焼結させ
ることができ、かつ導電性ペーストに含まれる溶剤等を揮発させることができる限りにお
いて特に制限はなく、例えば、１５０～２５０℃で０．５～２時間程度である。
【０１６９】
　最後に、金属層６１、スパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’及び焼結金属層６
３に対し、絶縁膜３を露出させ得る程度に研磨処理を施すことで、第２の配線層４と、第
１の配線層２及び第２の配線層４を電気的に接続するビア導体５とが形成され、配線基板
３００が製造される（図１４（Ｄ）参照）。
【０１７０】
　上述した本実施形態に係る配線基板の製造方法によれば、スパッタリング又は無電解め
っきによりスパッタ金属層又は無電解めっき金属層６２’を形成し、その内側に所定の平
均粒子径の金属フィラーを高濃度で含む導電性ペーストを用いて焼結金属層６３を形成す
るため、電気的接続信頼性及び高周波特性に優れた配線基板３００を、高い歩留まりで製
造することができる。
【０１７１】
＜第４実施形態＞
図１５または図１６を用いて、本開示の第４実施形態に係る配線基板４００の構成及び配
線基板４００の製造方法について説明する。
【０１７２】
［配線基板の構成］
図１５は、本開示の一実施形態に係る配線基板の一例を示す（Ａ）上面図及び（Ｂ）断面
図である。図１５（Ａ）及び（Ｂ）に示すように、配線基板４００は、第１の絶縁層７０
と、伝送線路（第１の配線）８０と、接地導体（第２の配線、第３の配線）８２とを備え
る。第１の絶縁層７０には、複数のトレンチ７２が設けられている。複数のトレンチ７２
には、それぞれ伝送線路８０または接地導体８２が配置される。本実施形態において、伝
送線路８０は２本の接地導体８２に挟まれて配置される。すなわち、伝送線路８０の両側
に接地導体８２が配置される。伝送線路８０は４本配置したが、これに限定されない。１
本以上配置されればよい。
【０１７３】
図１５（Ａ）に示すように、伝送線路８０及び接地導体８２の平面形状は、第１の絶縁層
７０の第１側１０２から、第１側１０２とは反対側の第２側１０４に向かって複数のライ
ンがそれぞれ独立に延びるラインアンドスペース形状を例示したが、この形状に限定され
ない。伝送線路８０及び接地導体８２の平面形状は例えば、複数のラインがそれぞれ異な
る方向に延び、一部のラインが交差する又は一部のラインが連結してもよい。また、接地
導体８２の平面形状はライン状に限らず、円形状又は多角形状であってもよい。また、接
地導体８２の平面形状はライン状及び円形状又は多角形状等の組み合わせであってもよい
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。また、図１５（Ａ）では、第１の絶縁層７０が方形であるが、この形に限定されない。
【０１７４】
第１の絶縁層７０の材料は、電気絶縁性を有する材料であればよい。第１の絶縁層７０の
材料としては、例えば、エポキシ系樹脂材料、フェノール系樹脂材料、ポリイミド系樹脂
材料、ポリスルホン系樹脂材料、ポリエステル系樹脂材料、ポリカーボネイト系樹脂材料
等を用いることができる。なお、第１の絶縁層７０は、単一の層によって構成された例を
図示したが、これに限定されず、複数の基材又は層が積層された構造であってもよい。
【０１７５】
第１の絶縁層７０の厚さは、特に制限はないが、例えば、３μｍ以上３０μｍ以下の厚さ
の基材を使用することができる。第１の絶縁層７０の厚さが上記下限よりも薄くなると、
基材のたわみが大きくなるため、製造過程におけるハンドリングが困難になる。一方、第
１の絶縁層７０の厚さが上記上限よりも厚くなると、基材の重量が増加し、ハンドリング
を行う装置への負担が大きくなる。また、配線基板４００を多層配線基板として用いる場
合、第１の絶縁層７０の厚さがより厚いほど、各層間を電気的に接続するビア導体を形成
するためのビアがより深くなる。
【０１７６】
図１５（Ａ）及び（Ｂ）に示すように、伝送線路８０及び接地導体８２はそれぞれ、第１
の導電体７４と、第２の導電体７６とを有する。第１の導電体７４は、トレンチ７２の内
側の表面に配置される。第２の導電体７６は、トレンチ７２に配置され、第１の導電体７
４と接している。
【０１７７】
第１の導電体７４の材料と、第２の導電体７６の材料とは、導電性を有し、且つ後に説明
する条件を満たしていればよい。第２の導電体７６は、第１の導電体７４の導電率より低
い導電率を有する。第１の導電体７４の導電率は５×１０7Ｓ／ｍ以上であればよい。第
２の導電体７６の導電率は、１×１０7Ｓ／ｍから２×１０7Ｓ／ｍの範囲とすることがで
きる。
【０１７８】
本実施形態において第１の導電体７４の材料は銅であるがこれに限定されない。第１の導
電体７４の材料は、金、銀、銅、白金、ニッケル、ロジウム、ルテニウム、又はイリジウ
ム等を用いることができる。第２の導電体７６の材料は銅ナノ粒子ペースト焼結体である
が、これに限定されない。径２００ｎｍ以下の金属ナノ粒子等を含むペーストを低温焼結
したものであればよい。金属としては、例えば、金、銀、銅等を用いることができる。金
属ナノ粒子は融点が低い。このため金属ナノ粒子を含むペーストを焼結することによって
、含有金属は凝集後融解し、導電率が向上する。銅ナノ粒子ペースト焼結体は、含有金属
の粒子径が大きくなった状態で凝集することになり、空隙（ボイド）を含む第２の導電体
７６はポーラス（多孔質）な状態となる。
【０１７９】
本実施形態において、第１の導電体７４の厚さは０．４μｍである。しかしながらこれに
限定されず、第１の導電体７４の厚さは用途に応じて適宜選択でき、伝送線路８０の幅の
１／８以上であればよい。
【０１８０】
本実施形態において、伝送線路８０の幅は３μｍである。しかしながらこれに限定されず
、伝送線路８０の幅は、用途に応じて適宜選択でき、例えば０．５μｍ以上１０μｍ以下
の範囲で選択することができる。
【０１８１】
本実施形態において、伝送線路８０の高さは２μｍである。しかしながらこれに限定され
ず、伝送線路８０の高さは、用途に応じて適宜選択でき、例えば０．５μｍ以上１０μｍ
以下の範囲で選択することができる。
【０１８２】
伝送線路８０が配置されるトレンチ７２のアスペクト比は、０．１以上５以下になるよう
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に選択されるとよい。ここで、トレンチ７２のアスペクト比は、開口部幅に対する深さと
して定義される。トレンチ７２の平面形状が図１５に示す形状とは異なる場合、トレンチ
７２のアスペクト比は、開口部のうち最も幅が狭い箇所の幅に対する深さとして定義され
てもよい。伝送線路８０が配置されるトレンチ７２のアスペクト比が上記下限よりも小さ
いと、配線基板４００における伝送線路８０の微細パターンを形成することが困難になる
。伝送線路８０が配置されるトレンチ７２のアスペクト比が上記上限よりも大きいと、第
１の導電体７４と、第２の導電体７６とをトレンチ７２に充填することが困難になる。
【０１８３】
以上のように、本実施形態に係る配線基板４００は、第１の絶縁層７０に設けられたトレ
ンチ７２の内側の表面に接するように、より高い導電率を有する第１の導電体７４が配置
され、第１の導電体７４に接するようにより低い導電率を有する第２の導電体７６が配置
された伝送線路８０を備える。言い換えると、本実施形態に係る配線基板４００は、より
低い導電率を有する第２の導電体７６を、より高い導電率を有する第１の導電体７４が囲
うように配置された伝送線路８０を備える。このような構成をとることによって、本実施
形態に係る配線基板４００は、低い導電率を有する第２の導電体７６が配置された伝送線
路８０の高周波帯域における伝送特性を改善することができ、より高速な信号伝達が可能
となる。
【０１８４】
［配線基板４００の製造方法］
図１６を用いて、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法を説明する。図１６にお
いて、図１５に示す要素と同じ要素には同一の符号を付した。
【０１８５】
図１６（Ａ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０にトレンチ７２を形成する工程を示す図である。第１の絶縁層７０に、フォトリソグ
ラフィ法により、トレンチ７２が形成される領域を露出するようにレジストパターンを形
成する。レジストパターンから露出した第１の絶縁層７０に対するエッチングを行い、ト
レンチ７２を形成する。レジストパターンを除去することで、図１６（Ａ）に示す断面構
造の基材を得ることができる。しかしながらこれに限定されず、第１の絶縁層７０にトレ
ンチ７２を形成する方法としては、インプリント法などの方法を用いることもできる。
【０１８６】
図１６（Ｂ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０上に第１の導電体７４を形成する工程を示す図である。図１６（Ｂ）に示すように、
第１の絶縁層７０上の略全面に第１の導電体７４を形成する。この時、第１の導電体７４
の厚さは、所定の膜厚になるよう制御する。本実施形態において第１の導電体７４は、銅
を用いてスパッタリング法によって形成する。第１の導電体７４を形成する方法としては
、プラズマＣＶＤ法を用いることもできる。また、本実施形態において第１の導電体７４
は、第１の絶縁層７０上の略全面に形成したが、伝送線路８０が配置されるトレンチ７２
の領域にのみ形成してもよい。
【０１８７】
図１６（Ｃ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第２の導電体
７６を形成する工程を示す図である。図１６（Ｃ）に示すように、第１の導電体７４上の
略全面に第２の導電体７６を形成する。本実施形態において第２の導電体７６は、径２０
０ｎｍ以下の銅ナノ粒子を含むペーストを用いて形成する。銅ナノ粒子ペーストを印刷法
によって印刷することで、トレンチ７２を銅ナノ粒子ペーストで充填する。その後、例え
ば、１８０℃で６０分焼結することで、第２の導電体７６を形成する。
【０１８８】
図１６（Ｄ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０上を研磨する工程を示す図である。図１６（Ｄ）に示すように、第１の絶縁層７０上
の略全面を研磨する。本実施形態において、第１の絶縁層７０の表面は化学機械研磨法（
ｃｈｅｍｉｃａｌ　ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　ｐｏｌｉｓｈｉｎｇ）を用いて研磨した。第
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１の絶縁層７０上を研磨する方法としては、機械研磨法を用いることもできる。第１の絶
縁層７０上を研磨することで、トレンチ７２内以外の第１の導電体７４及び第２の導電体
７６を除去する。これによって、トレンチ７２内の第１の導電体７４及び第２の導電体７
６が、伝送線路８０及び接地導体８２として形成される。
【０１８９】
以上のように、本実施形態に係る配線基板４００の製造方法によると、第１の導電体７４
を所定の膜厚になるよう制御するという簡易な方法によって、低い導電率を有する第２の
導電体７６が配置された伝送線路８０の高周波帯域における伝送特性が改善された配線基
板４００を形成することができる。第２の導電体７６は、銅ナノ粒子ペーストを印刷法に
よって印刷することで形成することができ、低コストでの高密度配線が可能となる。
【０１９０】
＜第５実施形態＞
第４実施形態において、第１の導電体７４の厚さは、トレンチ７２の内側の表面において
均一であった。第５実施形態において、第１の導電体７４の厚さは、接地導体８２に近接
するトレンチ７２の側壁部が底部より厚い。
【０１９１】
図１７または図１８を用いて、本開示の第５実施形態に係る配線基板５００の構成、及び
配線基板５００の製造方法について説明する。ここで、第４実施形態と同様である部分は
、その詳しい説明を省略する。
【０１９２】
［配線基板の構成］
図１７は、本開示の一実施形態に係る配線基板の一例を示す（Ａ）上面図及び（Ｂ）断面
図である。図１７（Ａ）及び（Ｂ）に示すように、配線基板５００は、第１の絶縁層７０
と、伝送線路（第１の配線）８０と、接地導体（第２の配線、第３の配線）８２とを備え
る。第１の絶縁層７０には、複数のトレンチ７２が設けられている。複数のトレンチ７２
には、それぞれ伝送線路８０または接地導体８２が配置される。本実施形態において、伝
送線路８０は２本の接地導体８２に挟まれて配置される。すなわち、伝送線路８０の両側
に接地導体８２が配置される。伝送線路８０は４本配置したが、これに限定されない。１
本以上配置されればよい。
【０１９３】
図１７（Ａ）及び（Ｂ）に示すように、伝送線路８０及び接地導体８２はそれぞれ、第１
の導電体７４と、第２の導電体７６とを有する。第１の導電体７４は、トレンチ７２の内
側の表面に配置される。第２の導電体７６は、トレンチ７２に配置され、第１の導電体７
４と接している。
【０１９４】
第１の導電体７４の材料と、第２の導電体７６の材料とは、導電性を有し、且つ後に説明
する条件を満たしていればよい。第２の導電体７６は、第１の導電体７４の導電率より低
い導電率を有する。第１の導電体７４の導電率は５×１０7Ｓ／ｍ以上であればよい。第
２の導電体７６の導電率は、１×１０7Ｓ／ｍから２×１０7Ｓ／ｍの範囲とすることがで
きる。
【０１９５】
本実施形態において第１の導電体７４の材料は銅であるがこれに限定されない。第１の導
電体７４の材料は、金、銀、銅、白金、ニッケル、ロジウム、ルテニウム、又はイリジウ
ム等を用いることができる。第２の導電体７６の材料は銅ナノ粒子ペースト焼結体である
が、これに限定されない。径２００ｎｍ以下の金属ナノ粒子等を含むペーストを低温焼結
したものであればよい。金属としては、例えば、金、銀、銅等を用いることができる。金
属ナノ粒子は融点が低い。このため金属ナノ粒子を含むペーストを焼結することによって
、含有金属は凝集後融解し、導電率が向上する。銅ナノ粒子ペースト焼結体は、含有金属
の粒子径が大きくなった状態で凝集することになり、空隙（ボイド）を含む第２の導電体
７６はポーラス（多孔質）な状態となる。
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【０１９６】
本実施形態において、伝送線路８０の幅は３μｍである。しかしながらこれに限定されず
、伝送線路８０の幅は、用途に応じて適宜選択でき、例えば０．５μｍ以上１０μｍ以下
の範囲で選択することができる。
【０１９７】
本実施形態において、第１の導電体７４の厚さは０．４μｍ以上である。しかしながらこ
れに限定されず、第１の導電体７４の厚さは用途に応じて適宜選択でき、伝送線路８０の
幅の１／８以上であればよい。さらに、第１の導電体７４の厚さは、接地導体８２に近接
するトレンチ７２の側壁部が底部より厚い。すなわち伝送線路８０において、第１の導電
体７４の厚さは、接地導体８２に近接する側面部が底部より厚い。
【０１９８】
以上のように、本実施形態に係る配線基板５００は、第１の絶縁層７０に設けられたトレ
ンチ７２の内側の表面に接するように、より高い導電率を有する第１の導電体７４が配置
され、第１の導電体７４に接するようにより低い導電率を有する第２の導電体７６が配置
された伝送線路８０を備える。さらに第１の導電体７４の厚さは、接地導体８２に近接す
るトレンチ７２の側壁部が底部より厚い。言い換えると、本実施形態に係る配線基板５０
０は、より低い導電率を有する第２の導電体７６を、より高い導電率を有する第１の導電
体７４が囲うように配置され、さらに第１の導電体７４の接地導体８２に近接する側面部
が底部より厚い伝送線路８０を備える。このような構成をとることによって、本実施形態
に係る配線基板５００は、低い導電率を有する第２の導電体７６が配置された伝送線路８
０の高周波帯域における伝送特性をさらに改善することができ、より高速な信号伝達が可
能となる。
【０１９９】
［配線基板５００の製造方法］
図１８を用いて、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法を説明する。図１８にお
いて、図１７に示す要素と同じ要素には同一の符号を付した。
【０２００】
図１８（Ａ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０にトレンチ７２を形成する工程を示す図である。第１の絶縁層７０に、フォトリソグ
ラフィ法により、トレンチ７２が形成される領域を露出するようにレジストパターンを形
成する。レジストパターンから露出した第１の絶縁層７０に対するエッチングを行い、ト
レンチ７２を形成する。レジストパターンを除去することで、図１８（Ａ）に示す断面構
造の基材を得ることができる。第１の絶縁層７０にトレンチ７２を形成する方法としては
、インプリント法などの方法を用いることもできる。
【０２０１】
図１８（Ｂ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０上に第１の導電体７４を形成する工程を示す図である。図１８（Ｂ）に示すように、
第１の絶縁層７０上の略全面に第１の導電体７４を形成する。この時、第１の導電体７４
の厚さは、後述する図１８（Ｄ）の工程とあわせて所定の膜厚になるよう制御する。本実
施形態において第１の導電体７４は、銅を用いてスパッタリング法によって形成する。第
１の導電体７４を形成する方法としては、プラズマＣＶＤ法を用いることもできる。また
、本実施形態において第１の導電体７４は、第１の絶縁層７０上の略全面に形成したが、
伝送線路８０が配置されるトレンチ７２の領域にのみ形成してもよい。
【０２０２】
図１８（Ｃ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において第１の導電体７
４をエッチングする工程を示す図である。第１の導電体７４に、フォトリソグラフィ法に
より、トレンチ７２底部を露出するようにレジストパターンを形成する。レジストパター
ンから露出した第１の導電体７４に対するエッチングを行い、トレンチ７２底部の第１の
導電体７４を選択的に除去する。レジストパターンを除去することで、図１８（Ｃ）に示
す断面構造の基材を得ることができる。
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【０２０３】
図１８（Ｄ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０上に、さらに第１の導電体７４を形成する工程を示す図である。図１８（Ｄ）に示す
ように、第１の絶縁層７０上の略全面に第１の導電体７４を形成する。この時、第１の導
電体７４の厚さは、前述した図１８（Ｂ）の工程とあわせて所定の膜厚になるよう制御す
る。図１８（Ｂ）～（Ｄ）の工程によって、第１の導電体７４の厚さは、接地導体８２に
近接するトレンチ７２の側壁部が底部より厚く形成される。本実施形態において第１の導
電体７４は、銅を用いてスパッタリング法によって形成する。また、本実施形態において
第１の導電体７４は、第１の絶縁層７０上の略全面に形成したが、伝送線路８０が配置さ
れるトレンチ７２の領域にのみ形成してもよい。
【０２０４】
図１８（Ｅ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第２の導電体
７６を形成する工程を示す図である。図１８（Ｅ）に示すように、第１の導電体７４上の
略全面に第２の導電体７６を形成する。本実施形態において第２の導電体７６は、径２０
０ｎｍ以下の銅ナノ粒子を含むペーストを用いて形成する。銅ナノ粒子ペーストを印刷法
によって印刷することで、トレンチ７２を銅ナノ粒子ペーストで充填する。その後、例え
ば、１８０℃で６０分焼結することで、第２の導電体７６を形成する。
【０２０５】
図１８（Ｆ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０上を研磨する工程を示す図である。図１８（Ｆ）に示すように、第１の絶縁層７０上
の略全面を研磨する。本実施形態において、第１の絶縁層７０の表面は化学機械研磨法（
ｃｈｅｍｉｃａｌ　ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　ｐｏｌｉｓｈｉｎｇ）を用いて研磨した。第
１の絶縁層７０上を研磨する方法としては、機械研磨法を用いることもできる。第１の絶
縁層７０上を研磨することで、トレンチ７２内以外の第１の導電体７４及び第２の導電体
７６を除去する。これによって、トレンチ７２内の第１の導電体７４及び第２の導電体７
６が、伝送線路８０及び接地導体８２として形成される。
【０２０６】
以上のように、本実施形態に係る配線基板５００の製造方法によると、第１の導電体７４
を所定の膜厚になるよう制御するという簡易な方法によって、低い導電率を有する第２の
導電体７６が配置された伝送線路８０の高周波帯域における伝送特性が改善された配線基
板５００を形成することができる。さらに、第１の導電体７４の厚さを、接地導体８２に
近接する側面部が底部より厚くなるよう制御することで、伝送線路８０の高周波帯域にお
ける伝送特性がより改善された配線基板５００を形成することができる。第２の導電体７
６は、銅ナノ粒子ペーストを印刷法によって印刷することで形成することができ、低コス
トでの高密度配線が可能となる。
【０２０７】
＜第６実施形態＞
第４実施形態において、第１の導電体７４の厚さは、トレンチ７２の内側の表面において
均一であった。第６実施形態において、第１の導電体７４の厚さは、接地導体８２に近接
するトレンチ７２の底部が側壁部より厚い。
【０２０８】
図１９または図２０を用いて、本開示の第６実施形態に係る配線基板６００の構成、及び
配線基板６００の製造方法について説明する。ここで、第３実施形態と同様である部分は
、その詳しい説明を省略する。
【０２０９】
［配線基板の構成］
図１９は、本開示の一実施形態に係る配線基板の一例を示す（Ａ）上面図及び（Ｂ）断面
図である。図１９（Ａ）及び（Ｂ）に示すように、配線基板６００は、第１の絶縁層７０
と、伝送線路（第１の配線）８０と、接地導体（第２の配線）８２とを備える。第１の絶
縁層７０には、複数のトレンチ７２が設けられている。複数のトレンチ７２には、それぞ
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れ伝送線路８０が配置される。本実施形態において接地導体８２は、第１の絶縁層７０の
伝送線路８０が配置される面とは反対側の面に配置される。伝送線路８０は４本配置した
が、これに限定されない。１本以上配置されればよい。
【０２１０】
図１９（Ａ）及び（Ｂ）に示すように、伝送線路８０はそれぞれ、第１の導電体７４と、
第２の導電体７６とを有する。第１の導電体７４は、トレンチ７２の内側の表面に配置さ
れる。第２の導電体７６は、トレンチ７２に配置され、第１の導電体７４と接している。
接地導体８２は、例えば、第１の導電体７４、または第２の導電体７６のみで形成されて
もよい。
【０２１１】
第１の導電体７４の材料と、第２の導電体７６の材料とは、導電性を有し、且つ後に説明
する条件を満たしていればよい。第２の導電体７６は、第１の導電体７４の導電率より低
い導電率を有する。第１の導電体７４の導電率は５×１０7Ｓ／ｍ以上であればよい。第
２の導電体７６の導電率は、１×１０7Ｓ／ｍから２×１０7Ｓ／ｍの範囲とすることがで
きる。
【０２１２】
本実施形態において第１の導電体７４の材料は銅であるがこれに限定されない。第１の導
電体７４の材料は、金、銀、銅、白金、ニッケル、ロジウム、ルテニウム、又はイリジウ
ム等を用いることができる。第２の導電体７６の材料は銅ナノ粒子ペースト焼結体である
が、これに限定されない。径２００ｎｍ以下の金属ナノ粒子等を含むペーストを低温焼結
したものであればよい。金属としては、例えば、金、銀、銅等を用いることができる。金
属ナノ粒子は融点が低い。このため金属ナノ粒子を含むペーストを焼結することによって
、含有金属は凝集後融解し、導電率が向上する。銅ナノ粒子ペースト焼結体は、含有金属
の粒子径が大きくなった状態で凝集することになり、空隙（ボイド）を含む第２の導電体
７６はポーラス（多孔質）な状態となる。
【０２１３】
本実施形態において、伝送線路８０の幅は３μｍである。しかしながらこれに限定されず
、伝送線路８０の幅は、用途に応じて適宜選択でき、例えば０．５μｍ以上１０μｍ以下
の範囲で選択することができる。
【０２１４】
本実施形態において、第１の導電体７４の厚さは０．４μｍ以上である。しかしながらこ
れに限定されず、第１の導電体７４の厚さは用途に応じて適宜選択でき、伝送線路８０の
幅の１／８以上であればよい。さらに、第１の導電体７４の厚さは、接地導体８２に近接
するトレンチ７２の底部が側壁部より厚い。すなわち伝送線路８０において、第１の導電
体７４の厚さは、接地導体８２に近接する底部が側面部より厚い。
【０２１５】
以上のように、本実施形態に係る配線基板６００は、第１の絶縁層７０に設けられたトレ
ンチ７２の内側の表面に接するように、より高い導電率を有する第１の導電体７４が配置
され、第１の導電体７４に接するようにより低い導電率を有する第２の導電体７６が配置
された伝送線路８０を備える。さらに第１の導電体７４の厚さは、接地導体８２に近接す
るトレンチ７２の底部が側壁部より厚い。言い換えると、本実施形態に係る配線基板６０
０は、より低い導電率を有する第２の導電体７６を、より高い導電率を有する第１の導電
体７４が囲うように配置され、さらに第１の導電体７４の接地導体８２に近接する底部が
側面部より厚い伝送線路８０を備える。このような構成をとることによって、本実施形態
に係る配線基板６００は、低い導電率を有する第２の導電体７６が配置された伝送線路８
０の高周波帯域における伝送特性をさらに改善することができ、より高速な信号伝達が可
能となる。
【０２１６】
［配線基板６００の製造方法］
図２０を用いて、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法を説明する。図２０にお
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いて、図１９に示す要素と同じ要素には同一の符号を付した。
【０２１７】
図２０（Ａ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０にトレンチ７２を形成する工程を示す図である。第１の絶縁層７０に、フォトリソグ
ラフィ法により、トレンチ７２が形成される領域を露出するようにレジストパターンを形
成する。レジストパターンから露出した第１の絶縁層７０に対するエッチングを行い、ト
レンチ７２を形成する。レジストパターンを除去することで、図２０（Ａ）に示す断面構
造の基材を得ることができる。第１の絶縁層７０にトレンチ７２を形成する方法としては
、インプリント法などの方法を用いることもできる。
【０２１８】
図２０（Ｂ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０上に第１の導電体７４を形成する工程を示す図である。図２０（Ｂ）に示すように、
第１の絶縁層７０上の略全面に第１の導電体７４を形成する。この時、第１の導電体７４
の厚さは、所定の膜厚になるよう制御する。本実施形態において第１の導電体７４は、銅
を用いてロングスロースパッタリング法によって形成する。これによって、第１の導電体
７４の厚さは、接地導体８２に近接するトレンチ７２の底部が側壁部より厚く形成される
。また、本実施形態において第１の導電体７４は、第１の絶縁層７０上の略全面に形成し
たが、伝送線路８０が配置されるトレンチ７２の領域にのみ形成してもよい。
【０２１９】
図２０（Ｃ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第２の導電体
７６を形成する工程を示す図である。図２０（Ｃ）に示すように、第１の導電体７４上の
略全面に第２の導電体７６を形成する。本実施形態において第２の導電体７６は、径２０
０ｎｍ以下の銅ナノ粒子を含むペーストを用いて形成する。銅ナノ粒子ペーストを印刷法
によって印刷することで、トレンチ７２を銅ナノ粒子ペーストで充填する。その後、例え
ば、１８０℃で６０分焼結することで、第２の導電体７６を形成する。
【０２２０】
図２０（Ｄ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０上を研磨する工程を示す図である。図２０（Ｄ）に示すように、第１の絶縁層７０上
の略全面を研磨する。本実施形態において、第１の絶縁層７０の表面は化学機械研磨法（
ｃｈｅｍｉｃａｌ　ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　ｐｏｌｉｓｈｉｎｇ）を用いて研磨した。第
１の絶縁層７０上を研磨する方法としては、機械研磨法を用いることもできる。第１の絶
縁層７０上を研磨することで、トレンチ７２内以外の第１の導電体７４及び第２の導電体
７６を除去する。これによって、トレンチ７２内の第１の導電体７４及び第２の導電体７
６が、伝送線路８０として形成される。
【０２２１】
図２０（Ｅ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０の伝送線路８０が配置される面とは反対側の面上に第１の導電体７４を形成する工程
を示す図である。図２０（Ｅ）に示すように、第１の絶縁層７０の伝送線路８０が配置さ
れる面とは反対側の略全面に第１の導電体７４を形成する。本実施形態において第１の導
電体７４は、銅を用いてスパッタリング法によって形成する。第１の導電体７４を形成す
る方法としては、プラズマＣＶＤ法を用いることもできる。また、本実施形態において第
１の導電体７４は、第１の絶縁層７０上の略全面に形成したが、所定の領域にのみに形成
してもよい。
【０２２２】
以上のように、本実施形態に係る配線基板６００の製造方法によると、第１の導電体７４
を所定の膜厚になるよう制御するという簡易な方法によって、低い導電率を有する第２の
導電体７６が配置された伝送線路８０の高周波帯域における伝送特性が改善された配線基
板６００を形成することができる。さらに、第１の導電体７４の厚さを、接地導体８２に
近接する底部が側面部より厚くなるよう制御することで、伝送線路８０の高周波帯域にお
ける伝送特性がより改善された配線基板６００を形成することができる。第２の導電体７
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６は、銅ナノ粒子ペーストを印刷法によって印刷することで形成することができ、低コス
トでの高密度配線が可能となる。
【０２２３】
＜第７実施形態＞
第４実施形態において、第１の導電体７４の厚さは、トレンチ７２の内側の表面において
均一であった。第６実施形態において、第１の導電体７４の厚さは、接地導体８２に近接
するトレンチ７２の底部が側壁部より厚い。第７実施形態は、第６実施形態に係る配線基
板７００に、第２の絶縁層７８及び接地導体８２を積層した構成をとる。第１の導電体７
４は第２の導電体７６を囲むように配置され、第１の導電体７４の厚さは、接地導体８２
に近接するトレンチ７２の底部及び上部が側壁部より厚い。
【０２２４】
図２１または図２２を用いて、本開示の第７実施形態に係る配線基板７００の構成、及び
配線基板７００の製造方法について説明する。ここで、第１および第３実施形態と同様で
ある部分は、その詳しい説明を省略する。
【０２２５】
［配線基板の構成］
図２１は、本開示の一実施形態に係る配線基板の一例を示す（Ａ）上面図及び（Ｂ）断面
図である。図２１（Ａ）及び（Ｂ）に示すように、配線基板７００は、第１の絶縁層７０
と、伝送線路（第１の配線）８０と、第２の絶縁層７８と、接地導体（第２の配線、第３
の配線）８２と、を備える。第１の絶縁層７０には、複数のトレンチ７２が設けられてい
る。複数のトレンチ７２には、それぞれ伝送線路８０が配置される。第２の絶縁層７８は
、第１の絶縁層７０の伝送線路８０が配置される面上に配置される。第２の絶縁層７８は
、第１の絶縁層７０上の伝送線路８０が嵌るように、複数のトレンチ７２を有する。本実
施形態において接地導体８２は、第１の絶縁層７０と、第２の絶縁層７８の、伝送線路８
０が配置される面とは反対側の面にそれぞれ配置される。伝送線路８０は４本配置したが
、これに限定されない。１本以上配置されればよい。
【０２２６】
第１の絶縁層７０及び第２の絶縁層７８の材料は、電気絶縁性を有する材料であればよい
。第１の絶縁層７０及び第２の絶縁層７８の材料としては、例えば、エポキシ系樹脂材料
、フェノール系樹脂材料、ポリイミド系樹脂材料、ポリスルホン系樹脂材料、ポリエステ
ル系樹脂材料、ポリカーボネイト系樹脂材料等を用いることができる。なお、第１の絶縁
層７０及び第２の絶縁層７８は、単一の層によって構成された例を図示したが、これに限
定されず、複数の基材又は層が積層された構造であってもよい。
【０２２７】
図２１（Ａ）及び（Ｂ）に示すように、伝送線路８０はそれぞれ、第１の導電体７４と、
第２の導電体７６とを有する。第１の導電体７４は、トレンチ７２の内側の表面に配置さ
れる。第２の導電体７６は、トレンチ７２に配置され、第１の導電体７４と接している。
接地導体８２は、例えば、第１の導電体７４、または第２の導電体７６のみで形成されて
もよい。
【０２２８】
第１の導電体７４の材料と、第２の導電体７６の材料とは、導電性を有し、且つ後に説明
する条件を満たしていればよい。第２の導電体７６は、第１の導電体７４の導電率より低
い導電率を有する。第１の導電体７４の導電率は５×１０7Ｓ／ｍ以上であればよい。第
２の導電体７６の導電率は、１×１０7Ｓ／ｍから２×１０7Ｓ／ｍの範囲とすることがで
きる。
【０２２９】
本実施形態において第１の導電体７４の材料は銅であるがこれに限定されない。第１の導
電体７４の材料は、金、銀、銅、白金、ニッケル、ロジウム、ルテニウム、又はイリジウ
ム等を用いることができる。第２の導電体７６の材料は銅ナノ粒子ペースト焼結体である
が、これに限定されない。径２００ｎｍ以下の金属ナノ粒子等を含むペーストを低温焼結
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したものであればよい。金属としては、例えば、金、銀、銅等を用いることができる。金
属ナノ粒子は融点が低い。このため金属ナノ粒子を含むペーストを焼結することによって
、含有金属は凝集後融解し、導電率が向上する。銅ナノ粒子ペースト焼結体は、含有金属
の粒子径が大きくなった状態で凝集することになり、空隙（ボイド）を含む第２の導電体
７６はポーラス（多孔質）な状態となる。
【０２３０】
本実施形態において、伝送線路８０の幅は３μｍである。しかしながらこれに限定されず
、伝送線路８０の幅は、用途に応じて適宜選択でき、例えば０．５μｍ以上１０μｍ以下
の範囲で選択することができる。
【０２３１】
本実施形態において、第１の導電体７４の厚さは０．４μｍ以上である。しかしながらこ
れに限定されず、第１の導電体７４の厚さは用途に応じて適宜選択でき、伝送線路８０の
幅の１／８以上であればよい。さらに、第１の導電体７４の厚さは、それぞれの接地導体
８２に近接するトレンチ７２の底部及び上部が側壁部より厚い。すなわち伝送線路８０に
おいて、第１の導電体７４の厚さは、それぞれの接地導体８２に近接する底部及び上部が
側面部より厚い。
【０２３２】
以上のように、本実施形態に係る配線基板７００は、第１の絶縁層７０及び第２の絶縁層
７８に設けられたトレンチ７２の内側の表面に接するように、より高い導電率を有する第
１の導電体７４が配置され、第１の導電体７４に接するようにより低い導電率を有する第
２の導電体７６が配置された伝送線路８０を備える。さらに第１の導電体７４の厚さは、
接地導体８２に近接するトレンチ７２の底部及び上部が側壁部より厚い。言い換えると、
本実施形態に係る配線基板７００は、より低い導電率を有する第２の導電体７６を、より
高い導電率を有する第１の導電体７４が囲むように配置され、さらに第１の導電体７４の
接地導体８２に近接する底部及び上部が側面部より厚い伝送線路８０を備える。このよう
な構成をとることによって、本実施形態に係る配線基板７００は、低い導電率を有する第
２の導電体７６が配置された伝送線路８０の高周波帯域における伝送特性をさらに改善す
ることができ、より高速な信号伝達が可能となる。
【０２３３】
［配線基板７００の製造方法］
図２２を用いて、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法を説明する。図２２にお
いて、図２１に示す要素と同じ要素には同一の符号を付した。
【０２３４】
図２２（Ａ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第６実施形態
に係る配線基板６００を形成する工程を示す図である。第６実施形態における配線基板６
００の製造方法と同様であるため、その詳しい説明を省略する。
【０２３５】
図２２（Ｂ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０上に第１の導電体７４を形成する工程を示す図である。図２２（Ｂ）に示すように、
第１の絶縁層７０上の略全面に第１の導電体７４を形成する。この時、第１の導電体７４
の厚さは、所定の膜厚になるよう制御する。本実施形態において第１の導電体７４は、銅
を用いてスパッタリング法によって形成する。第１の導電体７４を形成する方法としては
、プラズマＣＶＤ法を用いることもできる。また、本実施形態において第１の導電体７４
は、第１の絶縁層７０上の略全面に形成したが、伝送線路８０が配置されるトレンチ７２
の領域にのみ形成してもよい。
【０２３６】
図２２（Ｃ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において第１の導電体７
４をエッチングする工程を示す図である。第１の導電体７４に、フォトリソグラフィ法に
より、伝送線路８０が配置されるトレンチ７２の領域以外を露出するようにレジストパタ
ーンを形成する。レジストパターンから露出した第１の導電体７４に対するエッチングを
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行い、伝送線路８０が配置されるトレンチ７２の領域以外の第１の導電体７４を選択的に
除去する。レジストパターンを除去することで、図２２（Ｃ）に示す断面構造の基材を得
ることができる。
【０２３７】
図２２（Ｄ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第１の絶縁層
７０上に第２の絶縁層７８を積層する工程を示す図である。ここで第２の絶縁層７８は、
図２２（Ｂ）及び（Ｃ）で形成された第１の絶縁層７０上第１の導電体７４が嵌るように
、複数のトレンチ７２を有する。第２の絶縁層７８は、第１の絶縁層７０上の伝送線路８
０が嵌るように、第１の絶縁層７０上に積層する。これによって伝送線路８０は、第１の
絶縁層７０及び第２の絶縁層７８に埋設される。
【０２３８】
図２２（Ｅ）は、本開示の一実施形態に係る配線基板の製造方法において、第２の絶縁層
７８の伝送線路８０が配置される面とは反対側の面上に第１の導電体７４を形成する工程
を示す図である。図２２（Ｅ）に示すように、第２の絶縁層７８の伝送線路８０が配置さ
れる面とは反対側の略全面に第１の導電体７４を形成する。本実施形態において第１の導
電体７４は、銅を用いてスパッタリング法によって形成する。また、本実施形態において
第１の導電体７４は、第１の絶縁層７０上の略全面に形成したが、所定の領域にのみに形
成してもよい。
【０２３９】
以上のように、本実施形態に係る配線基板７００の製造方法によると、第１の導電体７４
を所定の膜厚になるよう制御するという簡易な方法によって、低い導電率を有する第２の
導電体７６が配置された伝送線路８０の高周波帯域における伝送特性が改善された配線基
板７００を形成することができる。さらに、第１の導電体７４の厚さを、接地導体８２に
近接する底部及び上部が側面部より厚くなるよう制御することで、伝送線路８０の高周波
帯域における伝送特性がより改善された配線基板７００を形成することができる。第２の
導電体７６は、銅ナノ粒子ペーストを印刷法によって印刷することで形成することができ
、低コストでの高密度配線が可能となる。
【０２４０】
〈変形例〉
図２３を用いて、本開示の実施形態の変形例に係る配線基板について説明する。
【０２４１】
図２３は、第４実施形態乃至第６実施形態の変形例に係る配線基板の一例を示す断面図で
ある。第４実施形態乃至第６実施形態に係る配線基板は、第１の絶縁層７０上に第２の絶
縁層７８を積層してもよい。第４実施形態に係る配線基板に第２の絶縁層７８を積層した
変形例を図２３（Ａ）に示す。第５実施形態に係る配線基板に第２の絶縁層７８を積層し
た変形例を図２３（Ｂ）に示す。第６実施形態に係る配線基板に第２の絶縁層７８を積層
した変形例を図２３（Ｃ）に示す。図２３（Ａ）～（Ｃ）に示すように、第１の絶縁層７
０の伝送線路８０が配置される面に第２の絶縁層７８を積層する。これによって伝送線路
８０は、第１の絶縁層７０及び第２の絶縁層７８に埋設される。図には示さなかったが、
本開示の実施形態に係る配線基板７００は、さらに多層配線基板として積層することがで
きる。この場合、各層間はビア導体を用いて電気的に接続することができる。
【０２４２】
　以上説明した実施形態は、本開示の理解を容易にするために記載されたものであって、
本開示を限定するために記載されたものではない。したがって、上記実施形態に開示され
た各要素は、本開示の技術的範囲に属する全ての設計変更や均等物をも含む趣旨である。
【実施例】
【０２４３】
　次に、具体的実施例を挙げて本開示を更に詳細に説明する。
【０２４４】
［実装部品の作製］
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　基材として、厚み７００μｍのシリコン基材を準備し、このシリコン基材上に絶縁層を
９層、導体層を９層、交互に積層して多層構造を構成し、また、絶縁層を介して上下に位
置する導体層を層間接続体を介して接続して、実装部品（試料１～試料３）を製造した。
尚、絶縁層の厚みは８μｍ、導体層の厚みは４ｎｍとした。
【０２４５】
　この実装部品では、最表面の絶縁層には、２５ｍｍ×２０ｍｍの実装領域を画定し、こ
の実装領域には、１５０μｍ×１５０μｍの大きさの電極パッドを、格子形状の交点に位
置するようにピッチ２００μｍで２５００個配置した。
【０２４６】
　また、各実装部品（試料１～試料３）では、電極パッドを有する最表面の導体層の下層
に位置する他の８層の導体層の回路パターン形状をそれぞれ変えることにより、上記の実
装領域と厚み方向で重複する他の８層の各導体層の面積（実装領域の面積を１００％とし
たときの面積（％）で示す）を、下記の表１に示すような値とした。
【０２４７】
　さらに、各実装部品（試料１～試料３）では、電極パッドの直下に位置する下層の導体
層を、図５（Ａ）、図５（Ｂ）、または図５（Ｄ）に示すように変化させることにより、
電極パッドの直下に位置する下層の導体層の面積（電極パッドの面積を１００％としたと
きの面積（％）で示す）を、下記の表１に示すような値とした。
【０２４８】
［実装部品の評価］
　次に、上記のように作製した実装部品（試料１～試料３）を、多層配線基板にはんだボ
ールを用いてフリップチップ実装した。上記のように実装した各実装部品について、多層
配線基板との接続確認を行い、接続不良の発生頻度（％）を求めて、下記の表１に示した
。
【０２４９】
【表１】

【０２５０】
　表１に示されるように、実装領域と厚み方向で重複する導体層の面積が６０％以上であ
り、電極パッド直下に位置する導体層の面積が５０％以上である実装部品（試料２、試料
３）は、接続不良が発生しない、あるいは、接続不良が発生しても、その発生頻度が極め
て低いことが確認された。しかし、実装領域と厚み方向で重複する導体層の面積が６０％
未満であり、電極パッド直下に位置する導体層の面積が５０％未満である実装部品（試料
１）は、接続不良の発生頻度が高いものであった。
【０２５１】
　また、実装部品（試料２，試料３）の中で、実装領域と厚み方向で重複する導体層の面
積が７０％以上であり、電極パッドの直下に位置する下層の導体層の面積が７５％以上の
試料３は、接続不良の発生が確実に防止されていることが確認された。
【０２５２】
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次に、上述した本開示に係る配線基板について、より詳細に説明する。
【０２５３】
本開示の実施形態に係る配線基板が備える伝送線路の高周波帯域における伝送特性を改善
し、より高速な信号伝達を可能とするために、第１の導電体７４及び第２の導電体７６の
比率を検討した。
【０２５４】
［実施例１］
本開示の実施例１に係る配線基板は、第４実施形態に係る配線基板と同様であることから
、その詳しい説明は省略する。
【０２５５】
実施例１に係る配線基板における伝送線路の各パラメータは以下の通りである。
伝送線路の幅：３μｍ
伝送線路の高さ：２μｍ
伝送線路の長さ：１０ｍｍ
第１の導電体の厚さ：０．４μｍ
第１の導電体の導電率：５．８×１０7Ｓ／ｍ
第２の導電体の幅：２．２μｍ
第２の導電体の高さ：１．６μｍ
第２の導電体の導電率：１．５×１０7Ｓ／ｍ
【０２５６】
次に上記、実施例１に示した配線基板に対する比較例について、以下に説明する。比較例
１は、実施例１と比べて第１の導電体の厚さおよび第２の導電体の導電率が異なる。配線
基板の製造工程は第２の導電体を形成する工程以外、実施例１と同様であるので、くわし
い説明を省略する。第２の導電体を形成する工程（図１６（Ｃ））において、比較例１で
は、電解銅めっき法によって銅をトレンチ内に充填する。これによって高い導電率を有す
る導電体のみが配置された伝送線路を形成する。
【０２５７】
［比較例１］
比較例１に係る配線基板における伝送線路の各パラメータは以下の通りである。
伝送線路の幅：３μｍ
伝送線路の高さ：２μｍ
伝送線路の長さ：１０ｍｍ
第１の導電体の厚さ：０．２μｍ
第１の導電体の導電率：５．８×１０7Ｓ／ｍ
第２の導電体の幅：２．６μｍ
第２の導電体の高さ：１．８μｍ
第２の導電体の導電率：５．８×１０7Ｓ／ｍ
【０２５８】
比較例２は、実施例１とは第１の導電体の厚さが異なる。配線基板の製造工程は実施例１
と同様であるので、説明を省略する。
【０２５９】
［比較例２］
実施例１と同様の工程によって得た比較例２に係る配線基板における伝送線路の各パラメ
ータは以下の通りである。
伝送線路の幅：３μｍ
伝送線路の高さ：２μｍ
伝送線路の長さ：１０ｍｍ
第１の導電体の厚さ：０．２μｍ
第１の導電体の導電率：５．８×１０7Ｓ／ｍ
第２の導電体の幅：２．６μｍ
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第２の導電体の導電率：１．５×１０7Ｓ／ｍ
【０２６０】
実施例１、比較例１及び２の配線基板を用いて、伝送線路の挿入損失をネットワークアナ
ライザ（Ｋｅｙｓｉｇｈｔ社製）で測定した。２ポートＳパラメータを測定し、各周波数
における電力の損失を算出した結果を図２４に示す。
【０２６１】
図２４に示すように、実施例１において、第１の導電体を０．４μｍ膜厚にすることによ
って、低い導電率を有する第２の導電体が配置された伝送線路の高周波帯域における伝送
特性を改善することができた。この結果は、比較例２における高い導電率を有する導電体
だけが配置された伝送線路の高周波帯域における伝送特性と同等であった。一方で、実施
例２において、第１の導電体を０．２μｍ膜厚にすると、低い導電率を有する第２の導電
体が配置された伝送線路の高周波帯域における伝送特性を改善することはできなかった。
【０２６２】
次に、比較例２の配線基板を用いて、伝送線路の断面を電子顕微鏡（ＳＥＭ）で観察した
。比較例２の配線基板断面からサンプルを切り出し、電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いて観察
した写真を図２５に示す。
【０２６３】
図２５は、比較例２における伝送線路断面の電子顕微鏡写真である。図２５に示すように
、銅ナノ粒子ペーストを材料として形成された第２の導電体は、ポーラス（多孔質）な状
態であり、疎な構造が観察された。一方、銅を材料としてスパッタリング法で形成された
第１の導電体７４は、より密な構造が観察された。
【産業上の利用可能性】
【０２６４】
　本開示は、多層配線基板にフリップチップ実装する種々の実装部品およびその製造、実
装部品を実装した電子装置において有用である。
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